
 令和元年度定例議会の報告 
 平成３０年度決算報告（説明） 
 テーマについて意見交換（各委員会）  第６回 太宰府市議会意見交換会 令和元年 １１月 １７日（日） 
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 平成３０年第４回定例会を１１月
２９日から１２月１７日まで１９日間
の会期で開催し、２９件の審議を
行いました。 
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事件番号 事件名 賛成 結果 

議案第７０号 

太宰府市教育委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

全員 同意  現職の武藤佳穂里氏が本年１２月２５日付けをもって任期満了となるので、再
任の同意を求めるもの。 

議案第７１号 

太宰府市教育委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

全員 同意  現職の野中秀典氏が本年１２月２７日付けをもって任期満了となるので、再任
の同意を求めるもの。 

議案第７２号 

～ 

議案第８５号 

太宰府市農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

全員 同意 

 太宰府市農業委員会の委員１４名が来年４月８日に任期満了を迎えることから、
次期３年間の委員任命を行うにあたり、農業委員会等に関する法律第８条第１
項の規定に基づき議会の同意を求めるもの。 

 委員候補者の選考にあたっては、市ホームページ、市役所前掲示場、地域農
事組合等を通じて、約１月間の周知を行ったところ、地域の農事組合等の団体
からの推薦、一般の応募があり、１４名を委員候補者として選出した。  

議案第８６号 

下水道の排水協定の一部を改正する協定について 

全員 可決 

 市民生活環境改善及び下水道事業の円滑な運営のため、隣接する筑紫野市
と相互の排水管を活用し排水を行う排水協定を平成２６年４月１日に締結してい
る。 このたび太宰府市梅ヶ丘二丁目において公共下水道への接続申請があり、
当該地は太宰府市と筑紫野市の道路に面しているが、宅地計画高により筑紫
野市公共下水道へ放流する必要が生じたので、梅ヶ丘二丁目を追加する排水
協定の一部改正について提案するもの。 

議案の概要と審議結果 
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事件番号 事件名 賛成 結果 

議案第８７号 

財産の取得（太宰府市緑地保護地区内）について 

全員 可決  大佐野地区緑地保護地区内の土地取得に関する案件。８筆、面積２万６３０３
平方メートル、買収金額４９９７万５７００円。 

議案第８８号 

大野城太宰府環境施設組合の共同処理する事務の変更及び大野城太宰府環
境施設組合規約の一部変更に関する協議について 

全員 可決  大野城太宰府環境施没組合のごみ焼却施設の解体に伴い、同組合の共同
処理する事務を変更し、大野城太宰府環境施設組合規約の一部を変更するた
め関係市と協議することについて、地方自治法第２９０条の規定に基づき議会
の議決を求めるもの。  

議案第８９号 

太宰府市立共同利用施設の指定管理者の指定について 

全員 可決 

 太宰府市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例第５条の公
募によらない候補者として、各自治会を平成３１年度から５年間にわたり太宰府
市立 共同利用施設の指定管理者の候補者に選定したので、地方自治法第２４
４条の２第３項の規定に基づき指定するに当たり、同条第６項の規定により議会
の議決を求めるもの。  

議案第９０号 

太宰府市指定地域密着型サービスの事業者の指定に関する基準及び事業の
人員、設備及び運営の基準を定める条例の一部を改正する条例について 

全員 
原案 

可決  「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法
律」の公布により、条例の一部を改正する必要が生じたため、地方自治法第９６
条第１項第１号の規定により議会の議決を求めるもの。  

議案の概要と審議結果 
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事件番号 事件名 賛成 結果 

議案第９１号 
平成３０年度太宰府市一般会計補正予算（第６号）について 

全員 
原案 

可決 （詳細後述） 

議案第９２号 

平成３０年度太宰府市国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）について 

全員 
原案 

可決 

 歳入及び歳出予算にそれぞれ７２４７万５千円を追加し、予算総額を７３億３５５
１万３千円とするもの。歳出については、療養費点検事務・患者調査関係委託
料のうち、平成３０年度から実施している、柔整療養費啓発業務委託料の不足
分、及び平成２９年度に交付を受けた療養給付費負担金、特定健診等負担金、
高額医療費共同事業負担金の超過交付に係る償還金。 

 財源となる歳入のうち、療養費点検事務・患者調査関係委託料については職
員給与費等繰入金として、償還金については平成２９年度事業に係る交付金の
精算のためその他一般会計繰入金として、それぞれ一般会計からの繰入を行う。

議案第９３号 

平成３０年度太宰府市水道事業会計補正予算（第２号）について 

全員 
原案 

可決  大佐野浄水場の計器が故障したことに伴う交換のため、工事請負費について
１４９万１千円の増額補正。  

議案第９４号 

平成３０年度太宰府市下水道事業会計補正予算（第１号）について 

全員 
原案 

可決  舗装工事を施工する際の既設のマンホール蓋の嵩上げ等の修繕費について
３００万円の増額補正。 

議案の概要と審議結果 
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事件番号 事件名 賛成 結果 

議案第９５号 

太宰府市特別職の職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例について 

全員 
原案 

可決 

 ８月１０日の人事院勧告に伴い平成３０年４月１日から特別職、市議会議員、
特定任期付職員及び一般職の給与の改定が行われる。主な内容としては、特
別職、市議会議員及び特定任期付職員について期末手当の０．０５月分の引
上げ、また職員については、給料表の全体的な平均０．２％程度の引き上げ、
勤勉手当０．０５月分の引き上げとなっている。 

 本市においては、これまでも国家公務員の例に準じた内容で改正を行ってき
ており今回も勧告に従い改正するもの。  

議案第９６号 

議案第９７号 

議案第９８号 

 

 

平成３０年度太宰府市一般会計補正予算（第７号）について ※詳細後述 

全員 
原案 

可決 

平成３０年度太宰府市介護保険事業特別会計補正予算（第２号）について 

平成３０年度太宰府市水道事業会計補正予算（第３号）について 

 議案第９６号は、歳入歳出にそれぞれ２億５６０万７千円を追加し、予算総額を
２５９億６千６９４万８千円にするもの。主な内容は、国の史跡等保存整備費補助
金増額の内示を受け、水城跡並びに大宰府跡推定客館地区の整備事業に係
る工事費等を計上するとともに繰越明許費補正を２件追加計上。 

 併せて人事院勧告に基づく職員給与の改定や本年４月の人事異動等による
もので、議案第９７号及び９８号についても同様で、介護保険事業特別会計で
は１０５１万９千円の増、水道事業会計は１１２万円の増となっている。 

議案の概要と審議結果 
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• 障がい児通所支援や障がい者自立支援等のサービス利用者が増えたことや、生活保護の医療扶助費が不
足することから、給付する扶助費に係る予算を計上。 

• 国の補助採択を受け、グループホームの防災改修等整備補助金を計上。 

• 大阪府北部地震によるブロック塀倒壊事故に伴い、国の補助金が創設されたことから、公道に面した危険ブ
ロック塀等の撤去促進事業についての補助金を計上。 

• 農業用取水ポンプ及び農業用施設の修繕費 ・ 高雄、梅ヶ丘地区内の交差点改良に伴う用地購入費。 

• 水城小学校において普通教室が不足することや、市内小学校に新たに通級指導教室や特別支援学級を設
置するための校舎等の改造工事費や、備品・教材費などを計上。 

• 平成３０年７月豪雨災害に伴う災害復旧事業において、国・県との協議が整ったことにより、国の補助採択を
受け、地域防災がけ崩れ対策事業に係る工事費を計上。 

• 緑地法面や史跡地の災害復旧工事費を計上  ・ 災害復旧事業債に係る予算を計上。 

• 後年度の財政負担軽減に向けた市債の繰上償還に係る公債償還金。 

• 人事院勧告に伴う公定価格改定により不足が見込まれる私立保育所保育費用委託料。 

• 国民健康保険事業の過年度分療養給付費負担金の精算に伴う国民健康保険事業特別会計への繰出金。 

• 平成２９年度分の額の確定に伴う生活保護費などの国庫補助金等の精算返還金。 

• 繰越明許費の補正については、県事業である県道筑紫野・古賀線の工期の影響に伴う道路等維持補修事
業費や、この度の災害復旧事業費などを含め、４件計上。 

• 債務負担行為補正については、起債管理システム関係費を含め、追加９件、変更１件を計上。 

• 災害復旧事業に伴う地方債補正を１件計上。 

歳入歳出それぞれ７億１４４９万７千円を追加し、予算総額を２５７億６１３４万１千円とするもの。 

※主な内容 

議案第９１号 平成３０年度太宰府市一般会計補正予算（第６号） 
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款 補正前の額 補正額 補正後 

分担金及び負担金 558,495 706 559,201 

国 庫 支 出 金 5,100,748 135,529 5,236,277 

県 支 出 金 1,815,264 72,424 1,887,688 

寄 附 金 121,462 100 121,562 

繰 入 金 619,794 438,738 1,058,532 

市 債 2,096,410 67,000 2,163,410 

歳 出 合 計 25,046,844 714,497 25,761,341 

款 補正前の額 補正額 補正後 

総 務 費 3,166,257 280 3,166,537 

民 生 費 10,587,744 293,311 10,881,055 

衛 生 費 1,628,001 597 1,628,598 

農 林 水 産 業 費 201,227 7,344 208,571 

土 木 費 2,004,408 8,665 2,013,073 

教 育 費 3,019,147 12,836 3,031,983 

災 害 復 旧 費 327,475 191,464 518,939 

公 債 費 2,585,549 200,000 2,785,549 

歳 出 合 計 25,046,844 714,497 25,761,341 

歳入 

歳出 

※

歳
入
、
歳
出
の
合
計
は
全
て
の
款
を
含
ん
で
い
ま
す 

（単位：千円） 

（単位：千円） 

議案第９１号 平成３０年度太宰府市一般会計補正予算（第６号） 
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（単位：千円） 歳入の詳細 

款 節 説明 補正額 

分担金及び負担金 706 農業費分担金 農業用水路等改良工事分担金 706 

国 庫 支 出 金 135,529 

社会福祉費負担金 
障がい者自立支援給付費負担金(1/2) 36,524 

障がい児通所支援給付費(1/2) 6,713 

児童福祉費負担金 教育･保育給付費負担金(5/10) 7,360 

生活保護費負担金 医療扶助費負担金(3/4) 12,000 

社会福祉費補助金 
地域生活支援事業費補助金(1/2) 2,282 

地域介護･福祉空間整備推進交付金(10/10) 6,393 

都市計画等事業費補助金 防災･安全社会資本整備交付金(地域住宅政策推進4.5/10) 490 

文化財保存整備費等補助金 史跡等保存整備費補助金(災害復旧分)(7/10) 7,350 

災害関連地域防災がけ崩れ対策事業費補助金 災害関連地域防災がけ崩れ対策事業費補助金(5/10) 55,531 

社会福祉費委託金 国民年金事務委託金 886 

県 支 出 金 72,424 

社会福祉費負担金 
障がい者自立支援給付費負担金(1/4) 18,262 

障がい児通所支援給付費(1/4) 3,356 

児童福祉費負担金 教育･保育給付費負担金(2.5/10) 3,680 

社会福祉費補助金 地域生活支援事業費補助金(1/4) 1,141 

文化財保護整備費等補助金 史跡等保存整備費補助金(災害復旧分)(1.2/10) 1,260 

都市計画費補助金 ﾌﾞﾛｯｸ塀等撤去促進事業補助金 300 

災害関連地域防災がけ崩れ対策事業費補助金 災害関連地域防災がけ崩れ対策事業費補助金(4/10) 44,425 

寄 附 金 100 農林水産業費寄附金 災害復旧指定寄附 100 

繰 入 金 438,738 
財政調整資金繰入金 財政調整資金繰入金 238,738 

減債基金繰入金 減債基金繰入金 200,000 

市 債 67,000 現年発生単独災害復旧事業債 公共土木施設災害復旧事業債 67,000 

計 714,497 

議案第９１号 平成３０年度太宰府市一般会計補正予算（第６号） 
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歳
出
の
詳
細 

（
単
位 

千
円
） 

款 細節 説明 補正額 

総 務 費 280 職員管理費 嘱託職員費用弁償 280 

民 生 費 293,311 

国民健康保険事業特別会計関係費 国民健康保険事業特別会計繰出金 72,475 

生活困窮者自立支援関係費 生活困窮者自立相談支援事業費等負担金精算返還金 2,072 

臨時福祉給付金等給付事業費 
臨時福祉給付金等給付事業費国庫補助金精算返還金 2,838 

臨時福祉給付金等給付事務費国庫補助金精算返還金 6,988 

介護保険事業費 地域介護・福祉空間整備推進交付金 6,393 

障がい者自立支援給付事業費 介護・訓練等給付費 73,048 

障がい者地域生活支援関係費 

移動支援事業委託料 1,102 

日常生活用具給付等給付費 1,458 

更生訓練費 2,005 

障がい児通所支援給付関係費 障がい児通所支援給付費 13,426 

ひとり親家庭等医療費支援関係費 ひとり親家庭等医療費県補助金精算返還金 580 

国民年金事務費 電算委託料 886 

教育・保育施設費 私立保育所保育費用委託料 14,720 

生活保護事務関係費 

生活困窮者就労準備支援事業費等補助金精算返還金 166 

生活扶助費等負担金精算返還金 40,534 

介護扶助費等負担金精算返還金 2,314 

医療扶助費等負担金精算返還金 36,306 

生活保護費 医療扶助費 16,000 

衛 生 費 597 

成人健康診査費 健康増進事業費県補助金精算返還金 5 

自殺予防対策費 地域自殺対策緊急強化基金事業補助金精算返還金 58 

養育医療給付費 
末熟児養育医療費等国庫負担金精算返還金 159 

養育医療費県負徂金精算返還金 375 

農林水産業費 7,344 農業用施設整備費 

修膳料 134 

農業用施設等調査委託料 180 

臨時工事 5,330 

農業用施設等補修工事 1,700 

議案第９１号 平成３０年度太宰府市一般会計補正予算（第６号） 
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歳
出
の
詳
細 

（
単
位 

千
円
） 

土 木 費 8,665 

道路施設等管理費 県事業地元負担金 1,575 

生活道路改良費 道路・水路用地購入費 6,000 

ブロック塀等撤去促進事業費 ブロック塀等撒去費補助金 1,090 

教 育 費 12,836 

小学校管理運営費 

消耗品費 4,099 

光熱水費 4,471 

各科教材備品外 981 

小学校施設整備費 
校舎等補修工事 6,000 

校舎等改造工事 5,500 

中学校管理運営費 

消耗品費 823 

各科教材備品外 189 

各種大会参加補助金 1,700 

中学校施設整備費 校舎等改造工事 △11,500 

スポーツ施設管理運営費 施設管理委託料 573 

災害復旧費 191,464 

災害復旧関係費（文化財施設） 

労災保険料 2 

発掘調査整理員 521 

講師謝礼 50 

消耗品費 42 

燃料費 10 

印刷製本費 108 

工事設計監理等委託料 1,502 

機械器具等借上料 437 

災害復旧工事 8,426 

杭外 303 

災害復旧関係費（緑地等） 災害復旧工事 67,000 

災害復旧関係費（その他施設等） 
測量等調査及び分筆登記書類作成委託料 23,760 

災害復旧工事 89,303 

公 債 費 200,000 公債償還元金 公債償還元金 200,000 

計 714,497 

議案第９１号 平成３０年度太宰府市一般会計補正予算（第６号） 
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款 補正前の額 補正額 補正後 

国 庫 支 出 金 5,236,277 84,300 5,320,577 

繰 入 金 1,058,532 121,307 1,179,839 

歳 出 合 計 25,761,341 205,607 25,966,948 

款 補正前の額 補正額 補正後 

総 務 費 3,166,537 14,559 3,181,096 

民 生 費 10,881,055 15,910 10,896,965 

農 林 水 産 業 費 208,571 4,026 212,597 

土 木 費 2,013,073 2,605 2,015,678 

教 育 費 3,031,983 168,507 3,200,490 

歳 出 合 計 25,761,341 205,607 25,966,948 

歳入 

歳出 

※

歳
入
、
歳
出
の
合
計
は
全
て
の
款
を
含
ん
で
い
ま
す 

（単位：千円） 

（単位：千円） 

議案第９６号 平成３０年度太宰府市一般会計補正予算（第７号） 

• 国の史跡等保存整備費補助金増額の内示を受け、水城跡並びに大宰府跡推定客館地区の整備事業に係

る工事費等を計上  ・ 人事院勧告に基づく職員給与の改定  ・ 繰越明許費補正を２件追加計上 

歳入歳出それぞれ２億５６０万７千円を追加し、予算総額を２５９億６６９４万８千円にするもの。 

※主な内容 
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（単位：千円） 歳入の詳細 

款 節 説明 補正額 

国 庫 支 出 金 
文化財保存整備費等補助金 史跡等保存整備費補助金（５／１０） 82,750 

社会福祉費委託金 国民年金事務委託金 1,550 

繰 入 金 財政調整資金繰入金 財政調整資金繰入金 121,307 

計 205,607 

議案第９６号 平成３０年度太宰府市一般会計補正予算（第７号） 
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（単位：千円） 

議案第９６号 平成３０年度太宰府市一般会計補正予算（第７号） 

款 細節 説明 補正額 

総 務 費 14,559 職員給与費 

一般職員給 3,749 

職員手当等 7,677 

共済組合負担金 3,133 

民 生 費 15,910 
職員給与費 

一般職員給 906 

職員手当等 3,393 

共済組合負担金 1,092 

介護保険事業特別会計関係費 介護保険事業特別会計繰出金 10,519 

農林水産業費 4,026 職員給与費 

一般職員給 1,591 

職員手当等 923 

共済組合負担金 1,512 

土 木 費 2,605 職員給与費 
職員手当等 2,343 

共済組合負担金 262 

教 育 費 168,507 

職員給与費 一般職員給 5 

水城跡整備事業費 

特別旅費 72 

消耗品費 28 

工事設計監理等委託料 1,900 

水城跡保存修理工事 27,502 

大宰府跡等整備事業費 

大宰府跡推定客館地区整備検討委員 44 

特別旅費 126 

大宰府跡推定客館地区整備検討委員費用弁償 14 

消耗品費 3 

工事設計監理等委託料 3,113 

文化財保存修理整備工事 135,700 

計 205,607 

歳出の詳細 
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 令和元年第１回定例会を２月２１
日から３月１９日まで２７日間の会
期で開催し、４５件の審議を行い
ました。 
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事件番号 事件名 賛成 結果 

諮問第１号 

人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて 

全員 適任  現委員の松下俊彦氏の任期が、平成３１年６月３０日をもって満了となり、再び
同氏を推薦したいので人権擁護委員法第６条第３項の規定により議会の意見を
求めるもの。 

諮問第２号 

人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて 

全員 適任  現委員の宮原勝美氏の任期が、平成３１年６月３０日をもって満了となり、再び
同氏を推薦したいので人権擁護委員法第６条第３項の規定により議会の意見を
求めるもの。 

議案第１号 

太宰府市固定資産評価審査委員会委員の選任につき同意を求めることについて 

全員 同意  現委員の藤田修司氏の任期が平成３１年３月１４日をもって満了となり、再び
同氏を推薦したいので地方税法第４２３条第３項の規定により提案するもの。 

議案第２号 

和解及び損害賠償の額の決定について 

全員 可決 
 史跡指定地の土地取得に関し、結果として譲渡所得に係る税について市の説
明が不十分であったため、相手方に想定のない税の支払いが生じた。 

 これまで地権者と協議を重ね合意に達したため和解を図りたいので、 地方自
治法第９６条第１項第１２号及び第１３号の規定により議会の議決を求めるもの。 

議案の概要と審議結果 
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事件番号 事件名 賛成 結果 

議案第３号 

財産の取得（史跡地）について 

全員 可決  史跡指定地の土地取得。２６筆、面積１万７４７８．８３平方メートル、買上金額２
億４８５１万２０６０円。 

議案第４号 

太宰府市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例について 

全員 
原案 

可決 

 健康福祉部保育児童課ごじょう保育所所長及び健康福祉部元気づくり課子
育て支援センター所長の給与の格付けを見直すことに伴い、条例の一部を改
正する必要が生じたため、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により議会の
議決を求めるもの。 

 これまで保育所長と子育て支援センター所長の給与については、課長補佐と
して給与表５級の格付けをしていたが、保育所職員の人数の増加や業務内容
が現場で判断することも必要となってきたこと、また子育て支援センター所長は
平成３２年度末までに求められている子育て世代包括支援センターの設置に向
けた取り組みが必要となってきたことなどを踏まえ、課長職としての位置づけを
明確にするため６級に格付けするもの。 

議案第５号 

太宰府市行政財産使用料条例の一部を改正する条例について 

多数 
原案 

可決 
 平成３１年１０月１日から消費税率が１０％に改正されることに伴い、条例の一
部を改正する必要が生じたため、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により
議会の議決を求めるもの。  

議案の概要と審議結果 
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事件番号 事件名 賛成 結果 

議案第６号 

太宰府市公園条例の一部を改正する条例について 

多数 
原案 

可決 

 平成３１年１０月１日から消費税率が１０％に改正されること並びに利用者の利
便性向上のため、各施設の利用時間の取扱いを変更することに伴い、条例の
一部を改正する必要が生じたため、地方自治法第９６条第１項第１号の規定に
より議会の議決を求めるもの。 

議案第７号 

太宰府市立小学校及び中学校施設使用料条例の一部を改正する条例につい
て 

多数 
原案 

可決 
 平成３１年１０月１日から消費税率が１０％に改正されること並びに利用者の利
便性向上のため、各施設の利用時間の取扱いを変更することに伴い、条例の
一部を改正する必要が生じたため、地方自治法第９６条第１項第１号の規定に
より議会の議決を求めるもの。 

議案第８号 

太宰府市中央公民館使用料条例の一部を改正する条例について 

多数 
原案 

可決 
 平成３１年１０月１日から消費税率が１０％に改正されることに伴い、条例の一
部を改正する必要が生じたため、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により
議会の議決を求めるもの。 

議案第９号 

太宰府市立運動公園条例の一部を改正する条例について 

多数 
原案 

可決 

 平成３１年１０月１日から消費税率が１０％に改正されること並びに利用者の利
便性向上のため、各施設の利用時間の取扱いを変更することに伴い、条例の
一部を改正する必要が生じたため、地方自治法第９６条第１項第１号の規定に
より議会の議決を求めるもの。 

議案の概要と審議結果 
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事件番号 事件名 賛成 結果 

議案第１０号 

太宰府市体育センター条例の一部を改正する条例について 

多数 
原案 

可決 

 平成３１年１０月１日から消費税率が１０％に改正されること並びに利用者の利
便性向上のため、各施設の利用時間の取扱いを変更することに伴い、条例の
一部を改正する必要が生じたため、地方自治法第９６条第１項第１号の規定に
より議会の議決を求めるもの。 

議案第１1号 

太宰府市立太宰府史跡水辺公園条例の一部を改正する条例について 

多数 
原案 

可決 

 平成３１年１０月１日から消費税率が１０％に改正されること並びに利用者の利
便性向上のため、各施設の利用時間の取扱いを変更することに伴い、条例の
一部を改正する必要が生じたため、地方自治法第９６条第１項第１号の規定に
より議会の議決を求めるもの。 

議案第１２号 

太宰府市総合体育館条例の一部を改正する条例について 

多数 
原案 

可決 

 平成３１年１０月１日から消費税率が１０％に改正されること並びに利用者の利
便性向上のため、各施設の利用時間の取扱いを変更することに伴い、条例の
一部を改正する必要が生じたため、地方自治法第９６条第１項第１号の規定に
より議会の議決を求めるもの。 

議案第１３号 

太宰府市いきいき情報センター条例の一部を改正する条例について 

多数 
原案 

可決 
 平成３１年１０月１日から消費税率が１０％に改正されることに伴い、条例の一
部を改正する必要が生じたため、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により
議会の議決を求めるもの。  

議案の概要と審議結果 
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事件番号 事件名 賛成 結果 

議案第１４号 

太宰府市男女共同参画推進センタールミナス条例の一部を改正する条例について 

多数 
原案 

可決 
 平成３１年１０月１日から消費税率が１０％に改正されることに伴い、条例の一
部を改正する必要が生じたため、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により
議会の議決を求めるもの。  

議案第１５号 

太宰府市手数料条例の一部を改正する条例について 

全員 
原案 

可決 
 税関係証明書の名称等を整理したことに伴い、条例の一部を改正する必要が
生じたため、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を求める
もの。 

議案第１６号 

太宰府市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例について 

全員 
原案 

可決 

 地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律
の整備に関する法律、いわゆる第８次地方分権一括法が公布され、同法により
災害弔慰金の支給等に関する法律の一部改正、併せて災害弔慰金の支給等
に関する法律施行令の一部改正が施行されることに伴い、条例の一部を改正
する必要が生じたため、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により議会の議
決 を求めるもの。 

議案第１７号 

太宰府市人権センター施設使用条例の一部を改正する条例について 

多数 
原案 

可決 

 平成３１年１０月１日から消費税率が１０％に改正されること並びに利用者の利
便性向上のため、太宰府市南体育館の利用時間の取扱いを変更することに伴
い、条例の一部を改正する必要が生じたため、地方自治法第９６条第１項第１
号の規定により議会の議決を求めるもの。 

議案の概要と審議結果 
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事件番号 事件名 賛成 結果 

議案第１８号 

太宰府市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について 

多数 
原案 

可決 
 平成３１年度の国保税率の変更及び国民健康保険税の応益割に係る旧被扶
養者減免の減免期間の改正により、条例の一部を改正する必要が生じたため、
地方自治法第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を求めるもの。 

議案第１９号 

太宰府市畜犬の愛護及び管理に関する条例の一部を改正する条例について 

多数 
原案 

可決 
 平成３１年１０月１日から消費税率が１０％に改正されることに伴い、条例の一
部を改正する必要が生じたため、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により
議会の議決を求めるもの。  

議案第２０号 

太宰府市廃棄物の処理及び清掃に関する条例の一部を改正する条例について 

多数 
原案 

可決 
 平成３１年１０月１日から消費税率が１０％に改正されることに伴い、条例の一
部を改正する必要が生じたため、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により
議会の議決を求めるもの。  

議案第２１号 

太宰府市地域活性化複合施設太宰府館条例の一部を改正する条例について 

多数 
原案 

可決 
 平成３１年１０月１日から消費税率が１０％に改正されることに伴い、条例の一
部を改正する必要が生じたため、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により
議会の議決を求めるもの。  

議案の概要と審議結果 
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事件番号 事件名 賛成 結果 

議案第２２号 

太宰府市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例について 

多数 
原案 

可決 
 平成３１年１０月１日から消費税率が１０％に改正されることに伴い、条例の一
部を改正する必要が生じたため、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により
議会の議決を求めるもの。  

議案第２３号 

太宰府市屋外広告物等に関する条例の一部を改正する条例について 

全員 
原案 

可決 
 歴史的意匠屋外広告物制度の創設による景観計画の内容変更に伴い、条例
の一部を改正する必要が生じたため、地方自治法第９６条第１項第１号の規定
により議会の議決を求めるもの。  

議案第２４号 

太宰府市自動車駐車場条例の一部を改正する条例について 

多数 
原案 

可決 
 平成３１年１０月１日から消費税率が１０％に改正されることに伴い、条例の一
部を改正する必要が生じたため、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により
議会の議決を求めるもの。 

議案第２５号 

太宰府市水道事業給水条例の一部を改正する条例について 

多数 
原案 

可決 
 平成３１年１０月１日から消費税率が１０％に改正されること並びに学校教育法
及び技術士法施行規則等の改正に伴い、条例の一部を改正する必要が生じた
ため、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を求めるもの。 

議案の概要と審議結果 
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事件番号 事件名 賛成 結果 

議案第２６号 

太宰府市下水道条例の一部を改正する条例について 

多数 
原案 

可決 
 平成３１年１０月１日から消費税率が１０％に改正されることに伴い、条例の一
部を改正する必要が生じたため、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により
議会の議決を求めるもの。 

議案第２７号 

太宰府市営駐車場条例の制定について 

全員 
原案 

可決 

 史跡のあるまち太宰府及び特別史跡大宰府跡への団体来訪者の回遊性拡
大を目的として、２月１日から大宰府政庁前にバス専用の駐車場を供用している
が、今後の当駐車場の有料化に伴い新たに条例を制定する必要が生じたため、
地方自治法第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を求めるもの。  

議案第２８号 
平成３０年度太宰府市一般会計補正予算（第８号）について 

全員 
原案 

可決 （詳細後述） 

議案第２９号 

平成３０年度太宰府市国民健康保険事業特別会計補正予算（第４号）について 

全員 
原案 

可決 

 歳入歳出にそれぞれ１億３４２１万７千円を追加し、予算総額をそれぞれ７４億
６９７３万円とするもの。歳出は、一般被保険者の療養給付費及び高額療養費
の不足による保険給付費の増額。歳入は、歳出における保険給付費の増に伴
う保険給付費等交付金（普通交付金）の増額及び国県の負担金額確定に伴う
保険基盤安定制度繰入金の増額による財源の組み替え、平成２９年度までの
国民健康保険事業運営に係る累積赤字を解消するための法定外繰入。  

議案の概要と審議結果 

23 



事件番号 事件名 賛成 結果 

議案第３０号 

平成３０年度太宰府市水道事業会計補正予算（第４号）について 

全員 
原案 

可決 

 収益的収支は、収入を３５９６万４千円増額し総額１４億８１０７万５千円、支出
を８００万円増額し総額１２億９２５０万円とするもの。収入は水道加入件数の伸
びに伴う加入負担金の増額、支出は消費税及び地方消費税の増額。 

 資本的収支は支出を２７１６万４千円減の７億７９１万２千円とする。事業費が確
定したことに伴い、配水施設費を減額するもの。  

議案第３１号 

平成３０年度太宰府市下水道事業会計補正予算（第２号）について 

全員 
原案 

可決 

 資本的収支は支出を６６３万２千円増額し１３億６９９５万６千円とする。今年度
発生した自然災害を考慮しあらゆる災害に際して重要インフラがその機能を発
揮できるように国から緊急点検の依頼があり、これを受け御笠那珂川流域下水
道事業の御笠川浄化センターを県が点検した結果、同センターにおいて耐震
対策工事等を実施することになり本市の負担割合に応じ、負担金を増額。  

議案第３２号 
平成３１年度太宰府市一般会計予算について 

多数 
原案 

可決 （詳細後述） 

議案の概要と審議結果 
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事件番号 事件名 賛成 結果 

議案第３３号 

平成３１年度太宰府市国民健康保険事業特別会計予算について 

多数 
原案 

可決 

 歳入歳出予算総額は、７２億１３３７万５千円で、対前年度比１．９％の増。 

 平成３０年度から始まった国保制度改革による新制度での国保運営で、依然
として国保財政は全国的にも厳しい状況となっている。今後、予算の執行状況
や国県の動向を十分に注視し、医療費の適正化等を図りながら、健全で安定し
た国民健康保険事業の運営により一層の努力を図っていく。  

議案第３４号 

平成３１年度太宰府市後期高齢者医療特別会計予算について 

全員 
原案 

可決 

 歳入歳出予算総額を前年度比５．５パーセント増の１２億６６０７万２千円とする
もの。平成３１年度は福岡県後期高齢者医療広域連合による当初の試算にお
いて、被保険者の増加等に伴う予算も含めて５．８パーセントの負担金の増加が
必要とされ、この試算額をもとに予算計上している。  

議案第３５号 

平成３１年度太宰府市介護保険事業特別会計予算について 

全員 
原案 

可決 

 介護保険事業は、高齢化の進行に伴い、要介護認定者及び介護サービス利
用の増加により、年々給付費が増加している。 

 平成３１年度の歳入歳出予算は、総額５１億４６８５万円で、対前年度比２．７
パーセントの増。歳出予算は、地域包括支援センターのサブセンター設置に伴
い、関係予算を３款「地域支援事業費」に計上。今後も介護保険制度の利用者
の自立支援はもとより、給付費の滴正化、事業の円滑な運営に努める。  

議案の概要と審議結果 
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事件番号 事件名 賛成 結果 

議案第３６号 

平成３１年度太宰府市住宅新築資金等貸付事業特別会計予算について 

全員 
原案 

可決 

 歳入歳出ともに総額３９万５千円で、対前年比１３万９千円、２６．０パーセント
の減。貸付金の償還向上については今後も個別の現状把握に努め、精力的に
家庭訪問を行うなど償還の促進と、県との連絡調整や契約弁護士との法律相談
を行いながら滞納者対策を図る。  

議案第３７号 

平成３１年度太宰府市水道事業会計予算について 

多数 
原案 

可決 

 本年度の業務の予定量は、給水戸数２万６０６５戸、年間総給水量５７８万６０９
４立方メートルを予定。収益的収入及び支出は、収入総額を１４億５５６６万６千
円、支出総額を１２億８８９５万９千円としている。給水収益は１２億２０８０万３千
円を予定。また加入負担金については５５６８万５千円を見込む。 

 資本的収入及び支出は、収入総額を６２０３万３千円、支出総額を５億５７９２
万４千円としている。収入は、老朽管更新等に伴う一般会計からの出資金を２７
８０万円、基幹管路新設に伴う国庫補助金として２９９１万２千円を計上し、支出
は、主な建設改良事業として、基幹管路新設工事及び大佐野地区及び梅香苑
地区の配水管布設替工事などを予定。不足額については、消費税及び地方消
費税資本的収支調整額及び損益勘定留保資金で補てん。  

議案の概要と審議結果 
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事件番号 事件名 賛成 結果 

議案第３８号 

平成３１年度太宰府市下水道事業会計予算について 

多数 
原案 

可決 

 本年度の業務の予定量では、排水戸数３万２４３戸、年間総排水量７１９万８０
２立方メートルを予定。収益的収入及び支出は、収入総額を１９億６７６２万５千
円と し、支出総額を１４億２８３８万４千円としている。下水道使用料は、１１億９３
１９万２千円を見込んでいる。資本的収入及び支出は、収入総額を３億８７４６万
３千円、支出総額を１０億６５６１万円とし、主な建設改良事業としては、北谷地
区の汚水管新設工事、秋山地内雨水管きよ整備工事及び都府楼団地の長寿
命化管きよ更生工事などで、単独と補助事業を合わせて、総額３億２８５３万 ８
千円としている。なお不足額については、消費税及び地方消費税資本的収支
調整額及び損益勘定留保資金で補てん。  

議案第３９号 

福岡県市町村職員退職手当組合を組織する地方公共団体の数の増減及び福
岡県市町村職員退職手当組合規約の変更について 

全員 可決 

 福岡県市町村職員退職手当組合から、ふくおか県央環境施設組合、飯塚市・
桂川町衛生施設組合、浮羽老人ホーム組合及び東山老人ホーム組合の解散
による脱退と、ふくおか県央環境施設組合及び飯塚市・桂川町衛生組合を統合
し、新たに設立されるふくおか県央環境広域施設組合が福岡県市町村職員退
職手当組合に加入することに伴い、福岡県市町村職員退職手当組合規約を改
正する必要が生じたため行うもの。  

議案の概要と審議結果 
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事件番号 事件名 賛成 結果 

議案第４０号 
平成３０年度太宰府市一般会計補正予算（第９号）について 

全員 
原案 

可決 （詳細後述） 

議案第４１号 
平成３１年度太宰府市一般会計補正予算（第１号）について 

全員 
原案 

可決 （詳細後述） 

意見書第１号 

統計不正問題の真相究明と信頼回復を求める意見書 

少数 否決 
（要旨） 

1. 毎月勤労統計調査の不正問題の真相究明を図るため、独立した第三者機関による徹底した検証
を行い、政府の責任で公的統計の総点検を行うこと。 

2. 統計不正の再発防止と信頼回復のため、１０年間で半減した国の統計職員の増員をはじめ、必要
な施策と財源措置を抜本的に拡充すること。 

意見書第２号 

建設従事者のアスベスト被害の早期救済・解決を求める意見書 

全員 
原案 

可決 
（要旨） 

 国会及び政府に対し、アスベスト問題の早期の解決が急務となっていることに鑑み、建設アスベスト
被害者と遺族が生活できる救済の実施とアスベスト被害の拡大を根絶する対策を直ちに取り組むこと
を求めるもの。 

－ 議長の辞職について 多数 許可 

議案の概要と審議結果 
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議案第２８号 平成３０年度太宰府市一般会計補正予算（第８号） 

• 障がい福祉のサービス利用者増加に伴い、障がい児通所支援給付費が不足する見込みであることや、胃内
視鏡検診の受診者増加に伴い、不足する健康診査等委託料に係る費用を計上。 

• 歴史と文化の環境税が増収見込みであることから、対応する基金への積立金を計上するとともに、災害に伴
う補正予算で計上していた「災害関連地域防災がけ崩れ対策事業」において、１月上旬に国の内示を受け、
国県補助金の財源組換を行うとともに一部減額補正。 

• 災害に伴う補正予算を計上していた「水城跡東側土塁災害復旧工事」において、交付税措置のある有利な
起債ができるようになったことから、歳入として文教施設災害復旧事業債を計上 

• 国民健康保険事業の保険基盤安定制度への国県の負担金確定に伴う国民健康保険事業特別会計への繰
出金を計上。 

• 繰越明許費の追加を１０件、地方債の変更１件を補正。 

歳入歳出それぞれ１億８４３３万２千円増額し、予算総額を２６１億５１２８万円とするもの。 

※主な内容 
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款 補正前の額 補正額 補正後 

市 税 8,109,527 5,100 8,114,627 

国 庫 支 出 金 5,320,577 △54,366 5,266,211 

県 支 出 金 1,887,688 46,789 1,934,477 

繰 入 金 1,179,839 185,109 1,364,948 

市 債 2,163,410 1,700 2,165,110 

歳 出 合 計 25,966,948 184,332 26,151,280 

款 補正前の額 補正額 補正後 

総 務 費 3,181,096 5,100 3,186,196 

民 生 費 10,896,965 195,895 11,092,860 

衛 生 費 1,628,598 7,400 1,635,998 

消 防 費 917,680 △9,000 908,680 

災 害 復 旧 費 518,939 △15,063 503,876 

歳 出 合 計 25,966,948 184,332 26,151,280 

歳入 

歳出 

※

歳
入
、
歳
出
の
合
計
は
全
て
の
款
を
含
ん
で
い
ま
す 

（単位：千円） 

（単位：千円） 

議案第２８号 平成３０年度太宰府市一般会計補正予算（第８号） 
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（単位：千円） 歳入の詳細 

款 節 説明 補正額 

市 税 5,100 現年課税分 現年課税分 5,100 

国庫支出金 △54,366 

社会福祉費負担金 障がい児通所支援給付費(1/2) 2,150 

保険基盤安定制度負担金 保険基盤安定制度負担金 3,515 

災害関連地域防災がけ崩れ対策事業費補助金 災害関連地域防災がけ崩れ対策事業費補助金(5/10) △60,031 

県 支 出 金 46,789 

社会福祉費負担金 障がい児通所支援給付費(1/4) 1,075 

保険基盤安定制度負担金 保険基盤安定制度負担金 10,939 

災害関連地域防災がけ崩れ対策事業費補助金 災害関連地域防災がけ崩れ対策事業費補助金(9/10) 34,775 

繰 入 金 185,109 財政調整資金繰入金 財政調整資金繰入金 185,109 

市 債 1,700 現年発生単独災害復旧事業債 文教施設災害復旧事業債 1,700 

計 184,332 

議案第２８号 平成３０年度太宰府市一般会計補正予算（第８号） 
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（単位：千円） 

款 細節 説明 補正額 

総 務 費 5,100 総合企画推進費 歴史と文化の環境整備事業基金積立金 5,100 

民 生 費 191,595 国民健康保険事業特別会計関係費 
国民健康保険事業特別会計基盤安定制度繰出金 19,273 

国民健康保険事業特別会計繰出金費 172,322 

民 生 費 4,300 障がい児通所支援給付関係費 障がい児通所支援給付費 4,300 

衛 生 費 7,400 成人健康診査費 健康診査等委託料 7,400 

消 防 費 △9,000 ７月豪雨災害復旧関係費 工事設計監理等委託料 △9,000 

災 害 復 旧 費 △15,063 災害復旧関係費（その他施設等） 
測量等調査及び分筆登記書類作成委託料 2,160 

災害復旧工事 △17,223 

計 184,332 

歳出の詳細 

議案第２８号 平成３０年度太宰府市一般会計補正予算（第８号） 
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款 補正前の額 補正額 補正後 

国 庫 支 出 金 5,266,211 70,828 5,337,039 

繰 入 金 1,364,948 10,212 1,375,160 

市 債 2,165,110 247,800 2,412,910 

歳 出 合 計 26,151,280 328,840 26,480,120 

款 補正前の額 補正額 補正後 

教 育 費 3,200,490 328,840 3,529,330 

歳 出 合 計 26,151,280 328,840 26,480,120 

歳入 

歳出 

※

歳
入
、
歳
出
の
合
計
は
全
て
の
款
を
含
ん
で
い
ま
す 

（単位：千円） 

（単位：千円） 

議案第４０号 平成３０年度太宰府市一般会計補正予算（第９号） 

• 小中学校の空調整備事業において、急遽、特別教室も補助対象事業として拡大するとの国の方針が決定し
たことにより、市内小中学校の特別教室の空調整備事業に係る費用を計上 

• 平成３１年度に予定していた太宰府東中学校のトイレ改修事業について、国の補正予算成立に伴い国庫補
助金として内示があったので、前倒しして計上。 

• これらの事業における地方債の変更を２件補正するとともに、平成３１年度への繰越明許費を４件計上。  

歳入歳出それぞれ３億２８８４万円を追加し、予算総額を２６４億８０１２万円とするもの。 

※主な内容 

33 



（単位：千円） 歳入の詳細 

款 節 説明 補正額 

国庫支出金 70,828 

小学校費補助金 ブロック塀・冷房設備対応臨時特例交付金(1/3) 23,468 

中学校費補助金 
学校施設環境改善交付金(1/3) 23,891 

ブロック塀・冷房設備対応臨時特例交付金(1/3) 23,469 

繰 入 金 10,212 財政調整資金繰入金 財政調整資金繰入金 10,212 

市 債 247,800 
小学校債 小学校施設整備事業 84,000 

中学校債 中学校施設整備事業 163,800 

計 328,840 

議案第４０号 平成３０年度太宰府市一般会計補正予算（第９号） 

（単位：千円） 

款 細節 説明 補正額 

教 育 費 328,840 

小学校施設整備費 
校舎等改造工事設計監理等委託料 10,000 

校舎等改造工事 100,000 

中学校施設整備費 
校舎等改造工事設計監理等委託料 12,765 

校舎等改造工事 206,075 

計 328,840 

歳出の詳細 
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議案第４１号 平成３１年度太宰府市一般会計補正予算（第１号） 

• 「天皇の即位の日および即位礼正殿の儀の行われる日を休日とする法律」が公布されたことに伴い、休日に
おける病院群輪番制病院運営事業や小児救急医療支援事業などの充実を図る必要があることから、不足す
る事業補助金を計上するとともに、２０２０年東京オリンピックまでに風しんの流行を予防する目的から、国の
補助事業として追加対策を示された、風しん抗体検査および予防接種事業に係る費用を計上。 

• １０月に実施予定の消費税法改正に伴う、低所得者・子育て世帯の消費に与える影響の緩和や、地域にお
ける消費の喚起・下支えを目的とし、国の補助事業として行われる「プレミアム付商品券事業」の事務費に係
る費用を計上。 

• 国の補正予算成立に伴う平成３０年度一般会計補正予算（第９号）として予算計上した太宰府東中学校トイ 

レ改修事業において、平成３１年度当初予算に計上済であったものを減額計上するとともに、地方債の変更
を１件補正。 

歳入歳出それぞれ５６９４万６千円を減額し、予算総額を２４３億６９２８万４千円とするもの。 

※主な内容 
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款 補正前の額 補正額 補正後 

国 庫 支 出 金 4,996,467 14,637 5,011,104 

繰 越 金 200,000 △3,983 196,017 

市 債 1,878,700 △67,600 1,811,100 

歳 出 合 計 24,426,230 △56,946 24,369,284 

款 補正前の額 補正額 補正後 

衛 生 費 1,758,700 21,653 1,780,353 

商 工 費 279,629 30,241 309,870 

教 育 費 3,378,112 △108,840 3,269,272 

歳 出 合 計 24,426,230 △56,946 24,369,284 

歳入 

歳出 

※

歳
入
、
歳
出
の
合
計
は
全
て
の
款
を
含
ん
で
い
ま
す 

（単位：千円） 

（単位：千円） 

議案第４１号 平成３１年度太宰府市一般会計補正予算（第１号） 
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（単位：千円） 歳入の詳細 

款 節 説明 補正額 

国 庫 支 出 金 14,637 

保健衛生費補助金 感染症予防事業費等補助金(1/2) 8,287 

中学校費補助金 学校施設環境改善交付金(1/3) △23,891 

商工振興費補助金 プレミアム付商品券事務費補助金(10/10) 30,241 

繰 越 金 △3,983 前年度繰越金 前年度繰越金（純繰越金） △3,983 

市 債 △67,600 中学校債 中学校施設整備事業 △67,600 

計 △56,946 

議案第４１号 平成３１年度太宰府市一般会計補正予算（第１号） 
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（単位：千円） 

款 細節 説明 補正額 

衛 生 費 48 保健センター管理運営費 
筑紫地区病院群輪番制病院運営事業補助金 12 

筑紫地区小児救急医療支援事業補助金 36 

衛 生 費 21,605 予防接種費 

印刷製本費 800 

郵便料 481 

電算委託料 324 

予防接種個別接種委託料 20,000 

商 工 費 30,241 プレミアム付商品券事業費 

職員時問外勤務手当 880 

消耗品費 50 

印刷製本費 7,018 

郵便料 2,000 

電話料 140 

電話取付料 23 

広報折込料 43 

電算委託料 9,845 

交付事務委託料 9,592 

機械器具等借上料 650 

教 育 費 △108,840 中学校施設整備費 
校舎等改造工事設計監理等委託料 △2,765 

校舎等改造工事 △106,075 

計 △56,946 

歳出の詳細 

議案第４１号 平成３１年度太宰府市一般会計補正予算（第１号） 

38 



39 



会計区分 A：H31年度 B:H30年度 A－B 伸率％ 

一 般 会 計 24,426,230 23,957,893 468,337 2.0 

特
別
会
計 

国民健康保険事業特別会計 7,213,375 7,076,623 136,752 1.9 

後期高齢者医療特別会計 1,266,072 1,200,055 66,017 5.5 

介護保険事業特別会計 5,198,838 5,062,415 136,423 2.7 

住宅新築資金等貸付事業特別会計 395 534 △139 △26.0 

企業 

会計 

水 道 事 業 会 計 1,846,883 2,016,965 △170,082 △8.4 

下 水 道 事 業 会 計 2,493,994 2,796,836 △302,842 △10.8 

合 計 42,445,787 42,111,321 334,466 0.8 

（単位：千円）  平成３１年度の会計別歳入歳出予算 
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一般会計 歳入  

科目 Ｈ３１（Ａ） Ｈ３０（Ｂ） Ａ－Ｂ 

市 税 8,292,359 8,109,527 182,832 

国庫支出金 4,996,467 5,012,477 △16,010 

地方交付税 3,783,000 3,526,000 257,000 

市 債 1,878,700 1,966,500 △87,800 

県 支 出 金 1,825,788 1,806,899 18,889 

地方消費税交付金 1,230,000 1,160,000 70,000 

分担金及び負担金 604,012 500,729 103,283 

繰 入 金 537,245 472,227 65,018 

その他（１４） 1,278,659 1,403,534 △124,875 

合計 24,426,230 23,957,893 468,337 

（単位：千円）  
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その他（１４）の内訳 

科目 Ｈ３１（Ａ） Ｈ３０（Ｂ） Ａ－Ｂ 

使 用 料 及 び 手 数 料 339,476 329,270 10,206 

繰 越 金 200,000 157,131 42,869 

諸 収 入 184,378 366,019 △181,641 

地 方 譲 与 税 159,000 159,000 0 

寄 附 金 121,002 121,152 △150 

地 方 特 例 交 付 金 75,000 55,000 20,000 

配 当 割 交 付 金 40,000 25,000 15,000 

株式等譲渡所得割交付金 35,000 30,000 5,000 

自 動 車 取 得 税 交 付 金 30,000 62,000 △32,000 

財 産 収 入 28,103 61,362 △33,259 

環 境 性 能 割 交 付 金 22,000 0 22,000 

利 子 割 交 付 金 20,000 12,000 8,000 

交通安全対策特別交付金 18,700 19,100 △400 

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 6,000 6,500 △500 

合計 1,278,659 1,403,534 △124,875 

（単位：千円）  
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２４４億 ２，６２３万円 

その他（１４） 

4,996,467 

1,878,700 

1,825,788 

3,783,000 

604,012 

537,245 

1,278,659 

1,230,000 

市 税 

国庫 支 出金 

地 方 交 付 税

市 債 

県 支 出 金 

地方消費税交付金 

分担金及び負担金 

繰 入 金 

8,292,359 

（単位：千円）  一般会計 歳入 
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一般会計 市税 

科目 Ａ：Ｈ３１ Ｂ：Ｈ２９ Ａ－Ｂ 伸率％ 

個人市民税 3,650,000 3,552,895 97,105 2.7 

法人市民税 450,061 418,358 31,703 7.6 

固定資産税 3,139,869 3,105,374 34,495 1.1 

軽自動車税 139,559 132,010 7,549 5.7 

市 た ば こ 税 350,000 350,000 0 0.0 

都市計画税 467,869 461,889 5,980 1.3 

入 湯 税 10,000 9,000 1,000 11.1 

歴史と文化の環境税 85,001 80,001 5,000 6.2 

合計 8,292,359 8,109,527 182,832 2.3 

（単位：千円）  
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市税 
（単位：千円）  

固定資産税 

3,139,869 

個人市民税 

3,650,000 

都市計画税 

467,869 

法人市民税 

450,061 

市たばこ税 

350,000 

４．２％ 

４４．０％ 

３７．９％ 

５．６％ 

５．４％ 

１．７％ 

45 

軽自動車税 

139,559 



一般会計 歳出 
科目 Ｈ３１（Ａ） Ｈ３０（Ｂ） Ａ－Ｂ 伸率％ 

民 生 費 10,734,175 10,505,835 228,340 2.2 

教 育 費 3,378,112 2,936,384 441,728 15.0 

総 務 費 2,642,061 2,666,257 △24,196 △0.9 

公 債 費 2,637,733 2,585,549 52,184 2.0 

衛 生 費 1,758,700 1,587,058 171,642 10.8 

土 木 費 1,751,047 1,986,390 △235,343 △11.8 

消 防 費 847,335 908,172 △60,837 △6.7 

その他（６） 677,067 782,248 △105,181 △13.5 

合 計 24,426,230 23,957,893 468,337 2.0 

（単位：千円）  
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科目 Ｈ３１（Ａ） Ｈ３０（Ｂ） Ａ－Ｂ 伸率％ 

商 工 費 279,629 286,025 △6,396 △2.2 

議 会 費 237,268 245,628 △8,360 △3.4 

農林水産業費 108,253 173,678 △65,425 △37.7 

予 備 費 30,000 30,000 0 0.0 

労 働 費 21,910 46,910 △25,000 △53.3 

災 害 復 旧 費 7 7 0 0.0 

合計 677,067 782,248 △105,181 △13.5 

（単位：千円）  

その他（６）の内訳 
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民 生 費 

教 育 費 

総 務 費 

公 債 費 

衛 生 費 

土 木 費 

消 防 費 

そ の 他 

3,378,112 

10,734,175 

2,637,733 

1,758,700 

2,642,061 

847,335 

677,067 

1,751,047 

２４４億 ２，６２３万円 

（単位：千円）  

一般会計 歳出 
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歳入 歳出 

一般会計 

単位：億円  

市債 

地方交付税 
国庫支出金 

市税 

３４％ 

２１％ 
１６％ 

８％ 

８％ 

５％ 

３％ 

２％ 

５％ 

民生費 

４４％ 
公債費 

総務費 

教育費 

衛生費 

土木費 

１１％ 

１１％ 

１４％ 

７％ 

４％ 
３％ 

49.96億 

82.92億 

18.78億 

37.83億 

6.04億 

5.37億 
12.78億 

33.78億 

107.34億 

26.37億 

17.58億 

26.42億 

8.47億 6.77億 

17.51億 

７％ 
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 前議長の辞任に伴い４月９日に
臨時会が開かれ、新議長の選挙
が行われました。 

 併せて補正予算を含む５件の
審議を行いました。 
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《 議長選の結果 》 

 選挙は投票によって行いました。 

 陶山良尚、門田直樹の得票数が同数（６票）であり、かつ法

定得票数（５票）を超えていたので、地方自治法第１１８条第

１項の規定により、準用する公職選挙法第９５条第２項の規

定によって、くじで当選人を定めることになりました。 

 くじの結果、当選人は、陶山良尚と決定。 
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事件番号 事件名 賛成 結果 

議案第４２号 

専決処分の承認を求めることについて（太宰府市税条例等の一部を改正する
条例） 

全員 承認  平成３１年度税制改正により地方税法等の一部が改正されたことに伴い、太宰
府市税条例等の一部を改正する必要が生じたため地方自治法第１７９条第１項
の規定により専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を
求めるもの。  

議案第４３号 

専決処分の承認を求めることについて（太宰府市都市計画税条例の一部を改
正する条例） 

全員 承認  平成３１年度税制改正により地方税法等の一部が改正されたことに伴い太宰
府市都市計画税条例の一部を改正する必要が生じたため地方自治法第１７９
条第１項の規定により専決処分したので同条第３項の規定によりこれを報告し承
認を求めるもの。  

議案第４４号 

専決処分の承認を求めることについて（太宰府市国民健康保険税条例の一部
を改正する条例） 

多数 承認 

 平成３１年度税制改正により、地方税法等の一部が改正されたことに伴い、太
宰府市国民健康保険税条例の一部を改正する必要が生じたため、地方自治法
第１７９条第１項の規定により専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを
報告し、承認を求めるもの。改正の内容は国民健康保険税の基礎課税額に係
る課税限度額の引き上げと５割軽減及び２割軽減の対象となる世帯の軽減判定
所得の引き上げ。  

議案の概要と審議結果 
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事件番号 事件名 賛成 結果 

議案第４５号 

専決処分の承認を求めることについて（太宰府市介護保険条例の一部を改正する条例） 

全員 承認 

 介護保険法施行令の一部が改正されたことに伴い、太宰府市介護保険条例
の一部を改正する必要が生じたため、地方自治法第１７９条第１項の規定により
専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求めるもの。 

 改正の内容は本年１０月の消費税率１０％への引き上げに伴い、低所得者の
保険料軽減強化を図るため、市民税非課税世帯である第１段階から第３段階の
介護保険料を引き下げるもの。  

議案第４６号 
平成３１年度太宰府市一般会計補正予算（第２号） 

全員 
原案 

可決 （詳細後述） 

議案の概要と審議結果 
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議案第４６号 平成３１年度太宰府市一般会計補正予算（第２号） 

54 

款 補正前の額 補正額 補正後 

繰 入 金 537,245 1,500 538,745 

市 債 1,811,100 4,500 1,815,600 

歳 入 合 計 24,369,284 6,000 24,375,284 

款 補正前の額 補正額 補正後 

教 育 費 3,269,272 6,000 3,275,272 

歳 出 合 計 24,369,284 6,000 24,375,284 

歳入 

歳出 

（単位：千円） 

（単位：千円） 

※

歳
入
、
歳
出
の
合
計
は
全
て
の
款
を
含
ん
で
い
ま
す 

• 太宰府西中学校における車イス利用への対応として、構造上スロープの設置が困難なことから、校舎と体育
館を結ぶ連絡通路に電動昇降機を設置するための工事に係る費用を計上。 

• 併せて地方債の変更１件を補正。  

歳入歳出それぞれ６００万円増額し予算総額を２４３億７５２８万４千円とするもの。 

※主な内容 



（単位：千円） 歳入の詳細 

款 節 説明 補正額 

繰 入 金 1,500 財政調整資金繰入金 財政調整資金繰入金 1,500 

市 債 4,500 中学校債 中学校施設整備事業 4,500 

計 6,000 

（単位：千円） 

款 細節 説明 補正額 

教 育 費 6,000 中学校施設整備費 校舎等改造工事 6,000 

計 6,000 歳出の詳細 

55 

議案第４６号 平成３１年度太宰府市一般会計補正予算（第２号） 



 令和元年第２回定例会を５月３１
日から６月２１日まで２２日間の会
期で開催し、１４件の審議を行い
ました。 
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事件番号 事件名 賛成 結果 

報告第１号 

平成３０年度太宰府市一般会計予算繰越明許費について 

－ － 
 庁舎空調設備改修事業や災害復旧関連事業など計２０件の事業について、
繰越総額１１億２８３８万８６８４円が確定した 

 財源内訳は国庫補助金、市債などの特定財源が９億１０７５万８８００円、一般
財源が２億１７６２万９８８４円。  

報告第２号 

平成３０年度太宰府市一般会計予算事故繰越しについて 

－ －  文化財ファイルサーバー構築事業など計２件の事故繰越しを行った。 繰越総
額は２８４万５５８４円で、財源内訳はすべ一般財源。 

報告第３号 

平成３０年度太宰府市水道事業会計予算繰越について 

－ －  建設改良費の配水施設費のうち西鉄太宰府線二日市５－２号踏切道付近の
配水管新設工事に係る設計業務委託１４１０万円の繰越。 

報告第４号 

平成３０年度太宰府古都・みらい基金の運用状況報告について 

－ －  平成３０年度は太宰府古都・みらい基金推進会のご協力もあり、２件４万１７７５
円の寄附があった。全額を太宰府古都・みらい基金に積み立てて運用している。
積立後の基金残高は３８３万４５３円。 

議案の概要と審議結果 
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事件番号 事件名 賛成 結果 

議案第４７号 

太宰府市監査委員の選任につき同意を求めることについて 

全員 同意  本市議会から推薦の藤井雅之氏が令和元年５月３０日をもって辞任されたの
で後任として、堺剛氏を議選監査委員として選任したく、地方自治法第１９６条
第１項の規定により議会の同意を求めるもの。 

議案第４８号 

筑紫公平委員会委員の選任につき同意を求めることについて 

全員 同意 

 筑紫公平委員会は筑紫地区５市及び８つの一部事務組合で共同設置してお
り、委員は関係市の持ち回りにより候補者を推薦する。 

 本市推薦の筒井陽雄氏が本年７月１９日付で任期満了となることに伴い、次の
推薦団体である筑紫野市から、下田善太郎氏の推薦があったので、筑紫公平
委員会設置規約第３条第１項の規定により、議会の同意を求めるもの。  

議案第４９号 

太宰府市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例について 

全員 
原案 

可決 
 働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律の施行に伴い、
太宰府市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正し、規則におい
て超過勤務命令の上限を設定する等の見直しを行うもの。  

議案第５０号 

太宰府市特別職の職員の給与等に関する条例の一部を改正する条例について 

全員 
原案 

可決 
 国会議員の選挙等の執行経費の基準に関する法律の改正により選挙関係の
特別職の職員の報酬額が変更され、条例の一部を改正する必要が生じたため
地方自治法第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を求めるもの。  

議案の概要と審議結果 
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事件番号 事件名 賛成 結果 

議案第５１号 

太宰府市立大宰府跡遺構保存覆屋条例の一部を改正する条例について 

多数 
原案 

可決 

 平成３１年４月１日に新たな元号「令和」が発表され、その典拠となった万葉集
ゆかりの地である本市の特別史跡大宰府跡及びその周辺に注目が集まり、その
歴史を紐解く大宰府展示館にも全国各地より多くの来館者がある。 

 一方昭和５５年の開館から４０年近くが経過し施設の老朽化も進んでおり、また
新元号「令和」にふさわしい新たなしつらえも求められるところである。また当初
は有料でありながら、平成２２年より無料に変更した経緯もある。 

 そのような状況の中、今後の改修や展示物の充実などにより展示館の果たす
べき役割を更に高め、ひいては大宰府跡一帯の魅力の向上に資するため、条
例の一部を改正する必要が生じたので、地方自治法第９６条第１項第１号の規
定により 議会の議決を求めるもの。  

議案第５２号 

太宰府市税条例等の一部を改正する条例について 

全員 
原案 

可決 

 平成３１年度税制改正により、地方税法等の一部が改正されたことに伴い太宰
府市税条例等の一部を改正する必要が生じたため、地方自治法第９６条第１項 

第１号の規定により、議会の議決を求めるもの。主な改正内容は、個人住民税
及び軽自動車税の見直し等に伴う規定の整備など。  

議案の概要と審議結果 
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事件番号 事件名 賛成 結果 

議案第５３号 

太宰府市附属機関設置に関する条例の一部を改正する条例について 

全員 
原案 

可決 

 「地場みやげ産業の振興」に向け、従来の「太宰府市商工業振興対策協議
会」に代わり、農業、商工業の事業者をはじめ関係団体や専門家等の多様な主
体が集い、本市の特性を生かした特産品等について調査審議する場として、新
たに「太宰府市産業推進協議会」を設置することに伴い、条例の一部を改正す
る必要が生じたため、地方自治法第９６第１項第１号の規定により議会の議決を
求めるもの。  

議案第５４号 

太宰府市森林環境譲与税基金条例の制定について 

全員 
原案 

可決 

 平成３１年３月に森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律が成立したこ
と を受け、今年度から森林環境譲与税が市町村及び都道府県に譲与されるこ
とになった。これに伴い本市においても、木材利用の促進や普及啓発等を含め
た森林の整備及びその促進に関する施策の財源に充てることを目的として、新
たに太宰府市森林環境譲与税基金条例を制定するもの。  

議案第５５号 
令和元年度太宰府市一般会計補正予算（第３号）について 

全員 
原案 

可決 （詳細後述） 

発議第１号 

特別委員会（太宰府市議会災害対応調査特別委員会）の設置について 

全員 
原案 

可決 
 市内において大規模災害が発生した場合における議員の対応に関することを
明確にし、迅速かつ的確な災害応急対策、災害復旧及び災害からの復興に寄
与するため。 

議案の概要と審議結果 
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議案第５５号 令和元年度太宰府市一般会計補正予算（第３号） 

• 改元に伴い、名称を「平成３１年度太宰府市一般会計予算」から「令和元年度太宰府市一般会計予算」と改
めた。 

• 新元号「令和」の決定を受け、その典拠が本市に深くゆかりがある「万葉集」の「梅花の歌三十二首の序文」
から引用されたことから、ふるさと納税の充実を図ることを目的に令和記念モニュメント制作委託料などの費
用を計上。 

• １０月に実施予定である消費税改正に伴い、国の施策でもある幼児教育・保育の無償化に伴う事務に要する
費用、未婚の児童扶養手当受給者への臨時給付金や、プレミアム付商品券事業に要する費用を計上。 

• コミュニティ助成事業として財団法人自治総合センターの宝くじ助成金の採択を受けた事業に対する助成に
ついての補助金を計上。 

• 国のため池耐震調査の補助内示を受け、市内ため池２ヶ所の耐震調査設計監理業務に要する費用などを
計上。 

• 国の税制改正において森林環境譲与税が創設されることから、森林環境譲与税基金積立金を計上。 

• 併せて一部事務組合分の債務負担行為の追加を１件補正。  

歳入歳出それぞれ３億７３１７万２千円を追加し、予算総額を２４７億４８４５万６千円とするもの。 

※主な内容 
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款 補正前の額 補正額 補正後 

地 方 譲 与 税 159,000 3,300 162,300 

国 庫 支 出 金 5,011,104 84,082 5,095,186 

県 支 出 金 1,825,788 16,321 1,842,109 

寄 附 金 121,002 5,000 126,002 

繰 入 金 538,745 2,069 540,814 

諸 収 入 184,378 262,400 446,778 

歳 入 合 計 24,375,284 373,172 24,748,456 

款 補正前の額 補正額 補正後 

総 務 費 2,642,061 5,300 2,647,361 

民 生 費 10,734,175 18,954 10,753,129 

農 林 水 産 業 費 108,253 23,709 131,962 

商 工 費 309,870 325,209 635,079 

歳 出 合 計 24,375,284 373,172 24,748,456 

歳入 

歳出 

※

歳
入
、
歳
出
の
合
計
は
全
て
の
款
を
含
ん
で
い
ま
す 

（単位：千円） 

（単位：千円） 

議案第５５号 令和元年度太宰府市一般会計補正予算（第３号） 
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（単位：千円） 歳入の詳細 

款 節 説明 補正額 

地方譲与税 3,300 森林環境譲与税 森林環境譲与税 3,300 

国庫支出金 84,082 

生活保護費負担金 生活扶助費等負担金(3/4) 1,233 

児童福祉費補助金 未婚の児童扶養手当受給者臨時給付金補助金(10/10) 1,400 

商工振興費補助金 ﾌﾟﾚﾐｱﾑ付商品券事業費補助金(10/10) 65,000 

農業費補助金 農業農村整備事業補助金 16,449 

県 支 出 金 16,321 
生活保護費負担金 生活保護費負担金(1/4) 410 

児童福祉費補助金 幼児教育･保育の無償化事務費等補助金(10/10) 15,911 

寄 附 金 5,000 ふるさと太宰府応援寄附金 ふるさと太宰府応援寄附 5,000 

繰 入 金 2,069 財政調整資金繰入金 財政調整資金繰入金 2,069 

諸 収 入 262,400 雑入 
総務費雑入 2,400 

商工費雑入 260,000 

計 373,172 

議案第５５号 令和元年度太宰府市一般会計補正予算（第３号） 
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（単位：千円） 

款 細節 説明 補正額 

総 務 費 5,300 

職員管理費 療養補償 400 

総合企画推進費 
ふるさと納税関連業務委託料 1,000 

記念モニュメント制作委託料 1,500 

地域コミュニティ推進費 一般コミュニティ助成事業交付金 2,400 

民 生 費 18,954 

児童扶養手当給付費 未婚の児童扶養手当受給者臨時・特別給付金 1,400 

保育施設運営支援費 

雇用保険料 35 

社会保険料 899 

労災保険料 18 

事務補助員 5,293 

嘱託職員費用弁償 72 

消耗品費 40 

印刷製本費 100 

郵便料 148 

子育て支援システム改修委託料（幼児教育無償化） 9,306 

生活保護費 保護施設事務費 1,643 

農林水産業費 23,709 
農業用施設整備費 工事設計監理等委託料 20,409 

森林環境譲与税事業費 森林環境譲与税基金積立金 3,300 

商 工 費 325,209 
プレミアム付商品券事業費 プレミアム付商品券事業補助金 325,000 

観光宣伝費 印刷製本費 209 

計 373,172 

歳出の詳細 

議案第５５号 令和元年度太宰府市一般会計補正予算（第３号） 
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 令和元年第３回定例会を８月３０
日から９月２４日まで２６日間の会
期で開催し、２９件の審議を行い
ました。 
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事件番号 事件名 賛成 結果 

諮問第3号 

人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて 

全員 適任  現委員である舩越隆之氏の任期が令和元年１２月３１日付けをもって満了とな
るので、再び同氏を推薦いたしたく、人権擁護委員法第６条第３項の規定により
議会の意見を求めるもの。 

議案第５６号 

（詳細後述） 

専決処分の承認を求めることについて（令和元年度太宰府市一般会計補正予算（専決第１号）） 

全員 承認  令和元年７月２１日から７月２２日までの豪雨災害に伴う災害復旧関連に係る
予算を、令和元年７月２４日付けで専決処分したので議会の承認を求めるもの。 

議案第5７号 

市道路線の認定について 

全員 可決 
 都府楼の杜１号線～４号線、今王８号線、三浦８号線～９号線、石坂１号線～
２号線については開発により道路の帰属を受けたので路線認定を行うもの。 

 道路法第８条第１項の規定に基づき市道認定するにあたり同条第２項の規定
により議会の議決を求める。 

議案第5８号 

太宰府市会計年度任用職員の給与、費用弁償及び旅費に関する条例の制定について 

全員 
原案 

可決 

 非常勤職員等の適正な任用の確保等を目的として、平成２９年に公布された
「地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律」が令和２年４月１日に
施行され、会計年度任用職員制度が導入されることに伴い、新たに条例を制定
する必要が生じたため、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により議会の議
決を求めるもの。 

議案の概要と審議結果 
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事件番号 事件名 賛成 結果 

議案第5９号 

太宰府市職員の分限に関する手続及び効果等に関する条例等の一部を改正
する条例について 

全員 
原案 

可決 

 非常勤職員等の適正な任用の確保等を目的として、平成２９年に公布された
「地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律」が令和２年４月１日に
施行され会計年度任用職員制度が導入されることに伴い、太宰府市職員の分
限に関する手続及び効果等に関する条例等の一部を改正する必要が生じたた
め地方自治法第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を求めるもの。 

議案第６０号 

太宰府市消防団員の定員、任用、給与、分限及び懲戒、服務等に関する条例
の一部を改正する条例について 

全員 
原案 

可決 

 成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律
の整備に関する法律が本年６月１４日に公布されたことに伴い、消防団員の欠
格事項の見直し及び暴力団関係の欠格事項の明確化のため条例の一部を改
正するもの。改正の内容は、消防団員の欠格事項から成年被後見人又は被保
佐人の項目を削除するとともに暴力団員による不当な行為の防止等に関する法
律第２条第６号に規定する暴力団員又は同条第２号に規定する暴力団若しくは
暴力団員と密接な関係を有する者を欠格事項に加えることとしている。 

議案の概要と審議結果 
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事件番号 事件名 賛成 結果 

議案第６１号 

太宰府市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準
を定める条例の一部を改正する条例について 

多数 
原案 

可決 
 子ども・子育て支援法の改正に伴い、特定教育・保育施設及び特定地域型保
育事業の運営に関する基準の一部が改正され、食事の提供に要する費用の取
扱いが変更となることに伴い条例の一部を改正する必要が生じたので、地方自
治法第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を求めるもの。 

議案第６２号 

太宰府市立保育所設置条例の一部を改正する条例について 

全員 
原案 

可決 
 子ども・子育て支援法の改正に伴い、市立保育所に通所する子どもにおいて
も保育料が零となる子どもが生じるため、条例の一部を改正する必要が生じた
ので地方自治法第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を求めるもの。 

議案第６３号 

太宰府市印鑑条例の一部を改正する条例について 

全員 
原案 

可決 

 住民基本台帳法施行令等の一部を改正する政令が平成３１年４月１７日に公
布され、氏（姓）に変更があった者の旧氏（旧姓）の住民票への記載に関する事
項等を定めることとなり、令和元年１１月５日から施行される。これに伴い国の印
鑑登録証明事務処理要領の一部も同様に改正、実施される。 

 本市の印鑑登録証明書も住民基本台帳に記載されている氏名のほか旧氏
（旧姓）の併記が可能となるため本市印鑑条例を一部改正するもの。 

議案の概要と審議結果 
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事件番号 事件名 賛成 結果 

議案第６４号 

太宰府市水道事業給水条例の一部を改正する条例について 

全員 
原案 

可決 

 水道法第２５条の３の２の改正により、給水装置工事事業者の指定の有効期
間を設けることとなり、更新手続きに関する手数料を地方自治法第２２７条及び
第２２８条に基づき定めるもの及び水道法施行令の一部が改正されたことにより
条例の一部を改正するもの。 

議案第６５号 
令和元年度太宰府市一般会計補正予算（第４号）について 

全員 
原案 

可決 （詳細後述） 

議案第６６号 

令和元年度太宰府市介護保険事業特別会計補正予算（第１号）について 

全員 
原案 

可決 

 保険事業勘定の歳入歳出それぞれに８７３２万８千円を追加し、予算総額を５
２億３４１７万８千円とするもの。主な内容は、 

平成３０年度の介護給付費、地域支援事業費等が確定したことによる国庫、
県費支出金及び支払基金交付金等の返還及び追加交付。 

介護保険条例の改正に伴い、１０月の消費税率１０パーセントへの引上げに
伴う低所得者の保険料軽減強化による第１号被保険者保険料の減と、引き下
げた保険料を補てんするための国、県の補助金を含めた一般会計からの繰
入金の増。 

地域包括支援センターのサブセンター設置場所が未確定であったことによる
当初予算を、設置場所の確定に伴い実態に合わせて組み替えるもの。 

議案の概要と審議結果 
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事件番号 事件名 賛成 結果 

議案第６７号 

令和元年度太宰府市住宅新築資金等貸付事業特別会計補正予算（第１号）に
ついて 

全員 
原案 

可決  歳入歳出総額にそれぞれ８７万１千円を追加し、予算総額を歳入歳出それぞ
れ１２６万６千円とする。平成３０年度決算において約８７万１千円の剰余金が確
定したため、住宅新築資金等公債償還積立金に積立を計上するもの。  

認定第１号 
平成３０年度太宰府市一般会計歳入歳出決算認定について 

多数 認定 
（詳細後述） 

認定第２号 

平成３０年度太宰府市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算認定について 

多数 認定 

 歳入総額７３億５８５１万９４８３円、歳出総額７２億５０４９万６８４２円。昨年４月
からの国保制度改革に伴う国民健康保険運営の広域化により、平成２９年度ま
での予算の枠組みから多くの部分で変更があった。 

 前年度と比較すると、歳入は８億１２６６万８７６６円、９．９５パーセントの減、歳
出は１０億９３０１万２５８２円、１３．１０パーセントの減となり、歳入から歳出を差し
引いた収支は１億８０２万２６４１円の黒字決算。平成２９年度までの累積赤字の
解消等のため一般会計から２億７２２１万３７３７円の法定外繰入を実施した。 

議案の概要と審議結果 
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事件番号 事件名 賛成 結果 

認定第３号 

平成３０年度太宰府市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定について 

全員 認定 
 歳入総額１２億４４５２万４６２２円、歳出総額１１億９１８６万１４７２円。 

 前年度と比較すると、歳入は３５０３万６３２１円、２．９０パーセントの増、歳出は
３７１０万９８５７円、３．２１パーセントの増。歳入から歳出を差し引いた収支は５２
６６万３１５０円の黒字決算。 

認定第４号 

平成３０年度太宰府市介護保険事業特別会計歳入歳出決算認定について 

多数 認定 

 保険事業勘定の歳入総額５０億１９８９万９２０８円、歳出総額４９億３７５３万２４
８９円で、前年度と比較すると、歳入２．７パーセント、歳出３．１パーセントの増。
歳入歳出差引残額は８２３６万６７１９円。歳出の主な内容は、保険給付費４４億
４６１５万３４７５円で歳出総額の約９０パーセントを占めており、前年度より３．４
パーセントの増。 

 介護サービス事業勘定は歳入総額５５５６万２２０４円、歳出総額４０３４万７６７
１円で歳入歳出差引残額は１５２１万４５３３円。本市では高齢化率が２７パーセ
ントを超え、今後も介護給付費の増加が見込まれる。介護給付の適正化を図り
健全な財政運営に今後も努める。 

議案の概要と審議結果 
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事件番号 事件名 賛成 結果 

認定第５号 

平成３０年度太宰府市住宅新築資金等貸付事業特別会計歳入歳出決算認定について 

全員 認定 
 歳入２１８万４０４２円、歳出１３１万２８２１円、歳入歳出差し引き８７万１２２１円
の繰り越し。前年度比では、歳入は１５２８万９２２４円の減、歳出は１５２４万２８４
３円の減。歳入が減額になった主な理由は、繰越金の減によるもの。歳出が減
額になった主な理由は積立金への繰り出しの減によるもの。  

認定第６号 

平成３０年度太宰府市水道事業会計剰余金の処分及び決算認定について 

全員 

原案
可決
及び
認定 

 平成３０年度末における給水人口は前年度に比べ０．１パーセント増の６万９１
人で、普及率は８ ３．９パーセント。年間総給水量は５５９万８３４２立方メートル
で、前年度に比べて０．４パーセントの減。 

 建設改良については、総額で３億４０３２万８８４０円を投じ、配水管の新設及
び布設替工事等を行った。 

 経理面は、収益合計１３億７１６５万６４１円に対し費用合計は１１億６６８６万３５
２２円で、差し引き２億４７８万７１１９円の純利益が生じた。 

 剰余金の処分は、１億６０３８万８８９１円を資本金に組み入れ、残り４４３９万８２
２８円を建設改良積立金に積立てる内容。 

 資本的収支は、収入総額４７４５万８１２０円に対し支出総額は６億６２２３万６７
７６円。差し引き６億１４７７万８６５６円の不足額については、当年度分消費税及
び地方消費税資本的収支調整額並びに過年度分損益勘定留保資金で補てん。

議案の概要と審議結果 
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事件番号 事件名 賛成 結果 

認定第７号 

平成３０年度太宰府市下水道事業会計剰余金の処分及び決算認定について 

全員 

原案
可決
及び
認定 

 平成３０年度末における水洗化人口は前年度比０．１パーセント減の６万９４９
２人で、水洗化人口普及率は９７．１パーセント。年間有収水量は、前年度に比
べ０．５パーセント減の６３０万３６６２立方メ－トル。 

 建設改良は、総額で３億４８５３万２１２９円を投じ汚水管及び雨水管の築造工
事等を行った。 

 経理面は、収益合計１７億５２５５万１２７６円に対し、費用合計は１３億３４５６万
５７３２円で、差し引き４億１７９８万５５４４円の純利益が生じた。 

 剰余金の処分は、２億７４１３万４４５５円を資本金に組み入れ、残り１億４３８５
万１０８９円を減債積立金に積立てる内容。 

 資本的収支は、収入総額４億２６５万１７４０円に対し、支出総額は１２億９１４９
万７８１９円で、８億８８８４万６０７９円の不足が生じたので、当年度分消費税及び
地方消費税資本的収支調整額、減債積立金、過年度分損益勘定留保資金及
び当年度分損益勘定留保資金で補てん。  

報告第５号 

平成３０年度太宰府市健全化判断比率の報告について 

－ － 

 一般会計等の実質収支が黒字であるため、実質赤字比率の表示はなく、公営
事業会計も含めた実質収支の合計でも黒字のため、連結実質赤字比率につい
ても表示されない。実質公債費比率は前年度と比較すると０．４ポイント上がり、
０．９パーセント。将来負担比率はマイナスのため比率の表示がない。したがっ
て太宰府市の財政状況はすべて早期健全化基準及び財政再生基準以下であ
るため健全化法に基づく財政健全化計画及び財政再生計画の策定は不要。 

議案の概要と審議結果 
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事件番号 事件名 賛成 結果 

報告第６号 
平成３０年度太宰府市水道事業会計資金不足比率の報告について 

－ － 
資金不足は発生しておらず、公表の際はバー表示となる。  

報告第７号 
平成３０年度太宰府市下水道事業会計資金不足比率の報告について 

－ － 
資金不足は発生しておらず、公表の際はバー表示となる。 

報告第８号 

太宰府市土地開発公社の経営状況報告について 

－ － 

 平成３０年度の事業及び決算について、公有地取得事業については、事業の
執行はない。公有地の処分については、前年度に取得した「政庁前駐車場整
備事業」用地１９６平方メートルを市へ売却した。 

 決算については、収益的収入１８５２万６７１０円に対し、収益的支出は２０４９
万６７７０円で、差し引き１９７万６０円の当期純損失を生じた。 

 資本的収支については、収入額０円に対して、８５万２７６８円で、不足額に対
しては損益勘定留保資金で補てんを行った。 

 平成３１年度の事業計画及び予算について、公有地取得事業では現在のとこ
ろ、具体的に公社による取得を依頼されているものはない。公有地の処分につ
いても計画はない。 

議案の概要と審議結果 
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事件番号 事件名 賛成 結果 

報告第９号 

公益財団法人太宰府市国際交流協会の経営状況報告について 

－ － 

 太宰府市国際交流協会では、市民一人ひとりが個性、多様性を認め合いなが
ら、国際的な相互理解を深める多文化共生社会の実現を図ることを目的に、公
益認定を受けている「国際交流促進事業」、「外国人学生支援事業」、「在住外
国人支援事業」の３つを柱として事業を展開している。平成３０年度の事業は、 

世界文化体験講座での韓国のあそび体験 

市民政庁まつりへの出展 

ウガンダ人留学生及び青年海外協力隊経験者による国際理解講座 

事業報告パネル展等の広報活動 

市内小学校等の国際理解教育への支援 

国際交流団体が実施する事業への助成や名義後援 

ホストファミリー募集事業等 

外国人学生を対象とした留学生フォーラム 

日本文化体験講座、在住外国人を対象とした日本語教室の開催 

生活情報ガイドブック改訂版の発行等 

 平成３０年度の決算は、収益は太宰府市からの補助金、賛助会員からの会費
等合わせて６０２万７９００円、費用は事業費支出３４２万３２９１円、管理費支出２
５６万３０１６円、合わせて５９８万６３０７円。 

 今年度の事業は、これまで実施してきた事業を更に充実 させ、市民と外国人
との交流をはじめとした、国際理解が深まる事業、外国人学生や在住外国人の
支援事業を積極的に展開していく予定。 

 収支予算については、収益として市からの補助金等合わせて６００万円を見込
み、費用としては、事業費、管理費合わせて収益と同額の６００万円とし、当期経
常増減額を０円と見込んでいる。 

議案の概要と審議結果 
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事件番号 事件名 賛成 結果 

報告第１０号 

公益財団法人太宰府市文化スポーツ振興財団の経営状況報告について 

－ － 

 平成３０年度の主な事業としては、いきいき情報センターを始め９つの施設の
管理、運営と文化スポーツの振興に関する事業を行い、各種溝座、イベント、展
示事業など２８９事業を開催し、団体及び人材等の情報収集と広範な情報提供
を行った。この結果、財団が管理、運営している施設においては、５１万４千人
の方にご利用をいただいた。今後も多様化する市民ニーズに応えるためにサー
ビスの向上を図るとともに市民が安全で安心して使用できる施設の管理、運営
に全力を傾注していく。決算については、主な収益として指定管理料収益、自
主事業収益、施設利用料収益、市補助金等を合わせて当期経常収益計３億１
４５万７６４６円。経常費用は、財団が管理運営する各施設の事業費、管理費を
合わせて合計３億１０８５万７０２８円となり、当期経常増減額はマイナス９３９万９
３８２円。これに一般正味財産期首残高を合わせると基本財産を除き、一般正味
財産期末残高は７４０１万４９４５円となる。 

 令和元年度は公益財団法人に移行し７年目にあたり、事業については生涯学
習支援事業や展示事業、また健康増進を図るスポーツ振興事業、イベント等を、
いきいき情報センター、文化ふれあい館、男女共同参画推進センタールミナス、
市民図書館の文化施設並びに体育センター、歴史スポーツ公園の社会体育施
設において合計２７１の事業を計画。予算は、７施設の指定管理料収益と自主
事業収益、施設利用収益等を合わせて、収支予算として経常収益３億１６４万９
千円、経常費用計が３億２３３６万円で当期経常増減額はマイナス２１７１万１千
円。一般正味財産期首残高は基本財産を除き６１１８万１１２７円を見込んでおり、
それを加えると一般正味財産期末残高は３９４７万１２７円。  

議案の概要と審議結果 
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事件番号 事件名 賛成 結果 

意見書第３号 

高齢者の安全運転支援と移動手段の確保を求める意見書 

多数 
原案 

可決 

（要旨） 

1. 自動ブレーキやペダル踏み間違い時の急加速を防ぐ機能など、ドライバーの安全運転を支援する
装置を搭載した「安全運転サポート車」（サポカーS）や後付けの「ペダル踏み間違い時加速抑制装
置」の普及を一層加速させるとともに、高齢者を対象とした購入支援策を検針すること。 

2. 高齢運転者による交通事故を減らすため、自動ブレーキなどを備えた「安全運転サポート車」（サ
ポカーS）に限定した免許の創設や、走行できる場所や時間帯などを制限した条件付き運転免許
の導入を検討すること。 

3. 免許を自主返納した高齢者が日々の買い物や通院などに困らないよう、地方自治体などが行う、
免許の自主返納時における、タクシーや公共交通機関の割引制度などを支援すること。 

意見書第４号 

安全・安心の医療・介護の実現と夜勤交替制労働の改善を求める意見書 

全員 
原案 

可決 

（要旨） 

1. 医師・看護師・医療技術職・介護職などの夜勤交替制労働における労働環境を改善すること。 

① １日且つ１勤務の労働時間８時間以内を基本に、労働時間の上限規制や勤務間のインターバ 

  ル確保、夜勤回数の制限など、労働環境改善のための規制を設けること。 

② 夜勤交替制労働者の週労働時間を短縮すること。 

③ 介護施設や有床診療所などで行われている「１人夜勤体制」をなくし、複数夜勤体制とするた 

  めにも、財政支援の拡充を図ること。 

2. 安全・安心の医療・介護を実現するため、医師・看護師・医療技術職・介護職を増貝すること。 

3. 患者・利用者の負担軽減をはかること。 

4. 費用削減を目的とした病床削減は行わず、地域医療に必要な病床機能を確保すること。 

決議第１号 
天皇陛下御即位を祝す賀詞奉呈に関する決議について 

全員 
原案 

可決  太宰府市議会は天皇陛下御即位に当たり慶祝の意を表し賀詞を奉呈するため。 

議案の概要と審議結果 
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議案第５６号 令和元年度太宰府市一般会計補正予算（専決第１号） 

歳入歳出総額にそれぞれ３７３万８千円を追加し予算総額を２４７億５２１９万４千円とする。 

※主な内容 

• 令和元年７月２１日から７月２２日までの豪雨災害に伴う災害復旧関連に係る予算を、令和元年７月２４日付
けで専決処分したもの。 

款 補正前の額 補正額 補正後 

繰 入 金 540,814 2,838 543,652 

市 債 1,815,600 900 1,816,500 

歳 出 合 計 24,748,456 3,738 24,752,194 

款 補正前の額 補正額 補正後 

災 害 復 旧 費 7 3,738 3,745 

歳 出 合 計 24,748,456 3,738 24,752,194 

歳入 

歳出 

※

歳
入
、
歳
出
の
合
計
は
全
て
の
款
を
含
ん
で
い
ま
す 

（単位：千円） 

（単位：千円） 
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（単位：千円） 歳入の詳細 

款 節 説明 補正額 

繰 入 金 2,838 財政調整資金繰入金 財政調整資金繰入金 2,838 

市 債 900 現年発生単独災害復旧債 
農業用施設災害復旧事業債 800 

林業施設災害復旧事業債 100 

計 3,738 

（単位：千円） 

款 細節 説明 補正額 

災 害 復 旧 債 3,738 
災害復旧関係費（農業用施設） 災害復旧工事 1,238 

災害復旧関係費（林業施設） 災害復旧工事 2,500 

計 3,738 

歳出の詳細 

議案第５６号 令和元年度太宰府市一般会計補正予算（専決第１号） 
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• 地域包括支援センター支所の設置場所を確定したことにより当初予算で計上していた事業費を見直し計上 

• 消費税率改正に伴う国の施策でもある「幼児教育・保育の無償化」や「低所得者に対する軽減措置」などに
対する、国・県の交付金や負担金、事業や事務費に対する補助金等 

• 国の観光地の「まちあるき」満足度向上整備支援事業に対する採択を受けたことから、西鉄太宰府駅、九州
国立博物館、太宰府天満宮周辺に多言語観光案内標識を整備するための費用 

• 歴史と文化の環境整備事業基金を活用した観光公衆トイレの整備費用 

• 県の補助採択を受け、防犯カメラの設置工事費や、ため池改修工事費 

• 県の地域介護・福祉空間整備推進交付金の採択を受け、グループホーム五条の防災改修等支援事業に対
する補助金 

• 新元号「令和」に絡み市内観光客が増加傾向にあることから、秋の行楽シーズンや年末年始を見据え大宰
府政庁跡周辺が混雑することが予想されるため、臨時駐車場の警備や駐車場案内システム等の委託費、誘
導看板設置費など 

• 水城小学校および学業院中学校、太宰府西中学校において、次年度以降普通教室が不足することが予測
されることから、仮設校舎を整備するための関連費用 

• 当初予算で計上していた、歴史まちづくり関連事業について、国の社会資本整備総合交付金の採択を受け
事業計画を見直した結果、予算を組み直すとともに歴史と文化の環境税に伴う財源の組換えを行った 

• 平成３０年度の各手当等の国庫負担金や県負担金の額が確定したことに伴い、精算金や返還金を計上 

• 毎年寄附をいただいている日之出水道機器株式会社様や大宰府展示館や坂本八幡宮への来訪者の皆様
からの寄附金や普通交付税、およびそれに伴う臨時財政対策債の額が確定したことによる歳入額補正など 

• 平成３０年度決算における剰余金を財源として財政調整資金、公共施設整備基金への積立てを計上 

• 債務負担行為の追加１８件、変更１件、地方債限度額補正１件 

歳入歳出にそれぞれ８億３４９６万６千円を追加し、予算総額を２５５億８７１６万円とするもの。 

※主な内容 
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款 補正前の額 補正額 補正後 

地 方 特 例 交 付 金 75,000 108,403 183,403 

地 方 交 付 税 3,783,000 109,015 3,892,015 

分担金及び負担金 604,012 △100,085 503,927 

国 庫 支 出 金 5,095,186 199,179 5,294,365 

県 支 出 金 1,842,109 66,142 1,908,251 

寄 附 金 126,002 722 126,724 

繰 入 金 543,652 14,924 558,576 

繰 越 金 196,017 435,583 631,600 

諸 収 入 446,778 11,336 458,114 

市 債 1,816,500 △10,253 1,806,247 

歳 出 合 計 24,752,194 834,966 25,587,160 

款 補正前の額 補正額 補正後 

総 務 費 2,647,361 413,822 3,061,183 

民 生 費 10,753,129 382,112 11,135,241 

衛 生 費 1,780,353 5,545 1,785,898 

農 林 水 産 業 費 131,962 48,144 180,106 

商 工 費 635,079 39,455 674,534 

土 木 費 1,751,047 △12,732 1,738,315 

教 育 費 3,275,272 △41,380 3,233,892 

歳 出 合 計 24,752,194 834,966 25,587,160 

歳入 

歳出 

※

歳
入
、
歳
出
の
合
計
は
全
て
の
款
を
含
ん
で
い
ま
す 

（単位：千円） 

（単位：千円） 
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（単位：千円） 歳入の詳細 

款 節 説明 補正額 

地 方 特 例 交 付 金 108,403 子ども・子育て支援臨時交付金 子ども･子育て支援臨時交付金(10/10) 108,403 

地 方 交 付 税 109,015 地方交付税 普通交付税 109,015 

分 担 金 及 び 

負 担 金 
△100,085 児童福祉費負担金 

保育所保育料現年分 △102,164 

保育所副食費負担金 2,079 

国 庫 支 出 金 199,179 

社会福祉費負担金 低所得者保険料軽減負担金 13,725 

児童福祉費負担金 
教育･保育給付費負担金(5/10) 34,398 

施設等利用給付費負担金(1/2) 111,005 

児童扶養手当給付費負担金 児童扶養手当給付費負担金(1/3) 25,000 

企画費補助金 社会保障･税番号制度ｼｽﾃﾑ整備費補助金 2,391 

社会福祉費補助金 
地域介護･福祉空間整備推進交付金(10/10) 7,730 

地域生活支援事業費補助金(10/10) 994 

児童福祉費補助金 実費徴収補足給付事業費補助金(1/3) 3,150 

保健衛生費補助金 母子保健衛生費国庫補助金(2/3) 653 

幼稚園費補助金 幼稚園就園奨励費補助金 △9,867 

観光費補助金 観光振興事業費補助金(1/2) 10,000 

議案第６５号 令和元年度太宰府市一般会計補正予算（第４号） 
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（単位：千円） 歳入の詳細 

款 節 説明 補正額 

県 支 出 金 66,142 

社会福祉費負担金 低所得者保険料軽減負担金 6,863 

幼稚園費負担金 施設等利用給付費負担金(1/4) 18,500 

総務管理費補助金 性犯罪防止対策防犯ｶﾒﾗ設置支援事業補助金(1/2) 352 

児童福祉費補助金 
幼児教育･保育の無償化事務費等補助金(10/10) 22,277 

実費徴収補足給付事業費補助金(1/3) 3,150 

農業費補助金 農村環境整備事業補助金(1/2) 15,000 

寄 附 金 722 社会教育寄附金 
図書購入指定寄附 310 

史跡維持管理指定寄附 412 

繰 入 金 14,924 
歴史と文化の環境整備事業基金繰入金 歴史と文化の環境整備事業基金繰入金 14,880 

森林環境譲与税基金繰入金 森林環境譲与税基金繰入金 44 

繰 越 金 435,583 前年度繰越金 前年度繰越金(純繰越金) 435,583 

諸 収 入 11,336 雑入 
民生費雑入 4,666 

商工費雑入 6,670 

市 債 △10,253 臨時財政対策債 臨時財政対策債 △10,253 

計 834,966 

議案第６５号 令和元年度太宰府市一般会計補正予算（第４号） 
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（単位：千円） 

款 細節 説明 補正額 

総 務 費 413,822 

防犯対策費 防犯カメラ設置工事 769 

公共施設整備関係費 公共施設整備基金積立金 300,000 

普通財産管理費 不動産鑑定料 1,184 

財政調整基金費 財政調整資金積立金 100,000 

職員管理費 人事給与総合システム賃借料 4,675 

ＩＣＴ推進費 

内部情報系システム委託料 2,085 

内部情報系システム機器賃借料 5,185 

地方公共団体情報システム機構負担金 △272 

賦課事務費 事務補助員 196 

民 生 費 

（続く↓） 
382,112 

介護保険事業費 地域介護・福祉空間整備推進交付金 7,730 

介護保険事業特別会計関係費 
介護保険事業特別会計繰出金 3,158 

低所得者保険料軽減繰出金 27,473 

障がい者自立支援給付事業費 障がい者福祉システム委託料 994 

児童手当給付金 児童手当県費負担金精算返還金 216 

児童扶養手当給付費 児童扶養手当 75,000 

児童福祉施設措置費 
児童入所施設措置費等国庫負担金精算返還金 2,719 

児童入所施設措置費等県負担金精算返還金 1,360 

母子父子寡婦福祉費 
母子家庭等対策総合支援事業費国庫補助金精算返還金 224 

ひとり親家庭等日常生活支援事業費国庫補助金精算返還金 368 

教育・保育施設費 

実費徴収補足給付事業補助金 9,450 

施設等利用給付費 222,011 

子ども・子育て支援交付金精算返還金 5,750 

歳出の詳細 
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（単位：千円） 

款 細節 説明 補正額 

 

（続き） 

病児保育関係費 病児保育事業費補助金精算返還金 522 

保育施設運営支援金 

職員時間外勤務手当 11,746 

消耗品費 860 

印刷製本費 2,000 

郵便料 1,852 

子育て支援システム改修委託料（幼児教育無償化） 5,819 

保育対策総合支援事業費補助金精算返還金 471 

子ども・子育て支援体制整備総合推進事業費補助金精算返還金 17 

学童保育所管理運営費 
放課後児童健全育成事業費県補助金精算返還金 715 

放課後児童健全育成事業費補助金精算返還金 1,534 

家庭児童相談事業費 子育て短期支援事業費精算返還金 15 

ファミリー・サポート・センター事業費 子育て援助活動支援事業費精算返還金 108 

衛 生 費 5,545 

自殺予防対策費 地域自殺対策緊急強化基金事業補助金精算返還金 9 

母子健康診査費 電算委託料 981 

母子健康教育相談関係費 
乳児家庭全戸訪問事業費補助金精算返還金 178 

養育支援訪問事業費補助金精算返還金 64 

養育医療給付費 

養育医療給付費 2,090 

未熟児養育医療費等国庫負担金精算返還金 185 

養育医療費県負担金精算返還金 238 

ごみ減量推進費 古紙等回収システム推進補助金 1,800 

歳出の詳細 
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（単位：千円） 

款 細節 説明 補正額 

農 林 水 産 業 費 48,144 

農業用施設整備費 
臨時工事 1,100 

農業用施設等改修工事 35,200 

市民の森維持管理費 
歴史まちづくり関連業務委託料 1,707 

歴史まちづくり関連工事 10,093 

森林環境譲与税事業費 
印刷製本費 15 

郵便料 29 

商 工 費 39,455 

観光事業推進費 

駐車場警備委託料 5,793 

看板設置等委託料 782 

太宰府ブランド創造協議会負担金 1,000 

観光施設整備費 
観光施設整備工事 17,000 

観光公衆トイレ整備負担金 14,880 

土 木 費 △12,732 

道路橋梁維持補修費 臨時工事 1,185 

渋滞対策費 駐車場案内システム委託料 193 

歴史的風致維持向上計画推進費 
歴史まちづくり関連工事 △2,310 

街なみ整備助成事業補助金 △11,800 

教 育 費 △41,380 

幼稚園就園奨励関係費 幼稚園就園奨励費補助金 △74,000 

小学校施設整備費 校舎等補修工事 10,000 

中学校施設整備費 校舎等補修工事 20,000 

図書館管理運営費 図書 310 

大宰府跡等整備事業費 文化財保存計画策定委託料 2,310 

計 834,966 

歳出の詳細 
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区分 一般会計 

特 別 会 計 

国民健康 

保険事業 

後期高齢 

者医療 

介護保険事業 住宅新築 

資金等 

貸付事業 保険事業勘定 
介護サービ 

ス事業勘定 

歳入総額 24,478,626 7,358,520 1,244,525 5,019,899 55,562 2,184 

歳出総額 23,541,150 7,250,497 1,191,862 4,937,532 40,347 1,313 

差額 937,476 108,023 52,663 82,367 15,215 871 

翌年度へ繰り 

越すべき財源 
300,259 0 0 0 0 0 

実質収支額 637,217 108,023 52,663 82,367 15,215 871 

（単位：千円）  

平成３０年度の各会計別決算状況 
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普通会計 歳入  

科目 Ｈ３０：Ａ Ｈ２９：Ｂ Ａ－Ｂ 

市 税 8,272,588 8,206,298 66,290 

国 庫 支 出 金 4,657,245 4,651,051 6,194 

地 方 交 付 税 3,799,571 3,616,331 183,240 

市 債 1,877,010 2,064,275 △187,265 

県 支 出 金 1,810,071 1,607,295 202,776 

地 方 消 費 税 交 付 金 1,161,822 1,155,368 6,454 

繰 越 金 621,258 927,331 △306,073 

繰 入 金 609,861 255,112 354,749 

そ の 他 （１３） 1,671,144 1,609,807 61,337 

歳 入 合 計 24,480,570 24,092,868 387,702 

（単位：千円）  

※普通会計    一般会計 ＋ 住宅新築資金等貸付事業特別会計 － 繰出金 
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科目 Ｈ３０：Ａ Ｈ２９：Ｂ Ａ－Ｂ 

分 担 金 及 び 負 担 金 417,559 407,803 9,756 

使 用 料 及 び 手 数 料 392,467 378,086 14,381 

諸 収 入 354,176 272,196 81,980 

地 方 譲 与 税 156,813 155,298 1,515 

寄 附 金 72,351 42,399 29,952 

財 産 収 入 66,197 126,235 △60,038 

自動車取得税交付金 59,565 56,984 2,581 

地 方 特 例 交 付 金 等 58,055 47,386 10,669 

配 当 割 交 付 金 30,881 40,878 △9,997 

株式等譲 渡所得 割交 付金 28,304 43,280 △14,976 

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 15,747 17,119 △1,372 

利 子 割 交 付 金 13,897 15,787 △1,890 

ゴルフ場利用税交付金 5,132 6,356 △1,224 

計 1,671,144 1,609,807 61,337 

（単位：千円）  

「その他」の内訳 
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２４４億 ８，０５７万円 

その他（１３） 

4,657,245 

1,877,010 

1,810,071 

3,799,571 

621,258 

609,861 

1,671,144 

1,161,822 

市 税 

国庫 支 出金 

地 方 交 付 税

市 債 

県 支 出 金 

地方消費税交付金 

繰 越 金 

繰 入 金 

8,272,588 

（単位：千円）  歳入 
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市税 
科目 Ｈ３０：Ａ Ｈ２９：Ｂ Ａ－Ｂ 伸率％ 

個 人 市 民 税 3,634,101 3,564,561 69,540 2.0  

固 定 資 産 税 3,125,509 3,140,732 △15,223 △0.5  

都 市 計 画 税 465,669 466,863 △1,194 △0.3  

法 人 市 民 税 461,905 442,282 19,623 4.4  

市 た ば こ 税 356,919 366,853 △9,934 △2.7  

軽 自 動 車 税 133,156 126,807 6,349 5.0  

歴史と文化の環境税 84,908 87,004 △2,096 △2.4  

入 湯 税 10,183 10,962 △779 △7.1  

国有資産等交付金 238 234 4 1.7  

合 計 8,272,588 8,206,298 66,290 0.8  

（単位：千円）  
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市税 
（単位：千円）  

固定資産税 

3,125,509 

個人市民税 

3,634,101 

都市計画税 

465,669 

法人市民税 

461,905 

市たばこ税 

356,919 

その他 

228,485 

４．３％ 

４４．０％ 

３７．８％ 

５．６％ 

５．６％ 

２．７％ 
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歳出 
科目 Ｈ３０（Ａ） Ｈ２９（Ｂ） Ａ－Ｂ 伸率％ 

民 生 費 10,336,399 10,070,039 266,360 2.6 

教 育 費 2,848,003 3,359,576 △511,573 △15.2 

公 債 費 2,763,104 2,535,767 227,337 9.0 

総 務 費 2,728,765 2,875,720 △146,955 △5.1 

衛 生 費 1,550,527 1,491,449 59,078 4.0 

土 木 費 1,494,446 1,496,447 △2,001 △0.1 

消 防 費 898,931 818,028 80,903 9.9 

その他 （ ５ ） 922,048 824,584 97,464 11.8 

合 計 23,542,223 23,471,610 70,613 0.3 

（単位：千円）  
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科目 Ｈ３０（Ａ） Ｈ２９（Ｂ） Ａ－Ｂ 伸率％ 

商 工 費 263,888 259,618 4,270 1.6 

議 会 費 227,462 205,666 21,796 10.6 

災害復旧費 210,135 18,431 191,704 1,040.1 

農林水産業費 181,660 138,548 43,112 31.1 

労 働 費 38,903 202,321 △163,418 △80.8 

計 922,048 824,584 97,464 11.8 

（単位：千円）  

95 
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民 生 費 

教 育 費 

公 債 費 

総 務 費 

衛 生 費 

土 木 費 

消 防 費 

そ の 他 

2,848,003 

10,336,399 

2,728,765 

1,550,527 

2,763,104 

898,931 

922,048 

1,494,446 

２３５億 ４，２２２万円 

（単位：千円）  

歳出 
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市債残高  
区分 H３０年度末残高 

臨 時 財 政 対 策 債 10,644,967 

公共用地先行取得等事業債 4,587,500 

学校教育施設等整備事業債 3,751,330 

公 共 事 業 等 債 1,076,924 

地域活性化(総合整備)事業債 843,597 

財 源 対 策 債 688,305 

一 般 単 独 事 業 債 676,485 

減 税 補 て ん 債 147,215 

災 害 復 旧 事 業 債 143,274 

都 道 府 県 貸 付 債 97,964 

そ の 他 776,137 

合 計 23,433,698 

（単位：千円）  
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市
債
残
高
に
お
け
る
実
負
担
額 

交付税措置額 
１４２億 １，０００万円 

６０％ 
補助金等交付額 
 ４３億 ５，８００万円 

１９％ 

実負担額 
４８億 ６，６００万円 

２１％ 

※金額は概数 
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基金残高  
区分 H３０年度末残高 

財 政 調 整 資 金 3,122,392 

公 共 施 設 整 備 基 金 844,352 

地 域 福 祉 基 金 473,406 

国 際 交 流 振 興 基 金 190,000 

歴史と文化の環境整備事業基金 119,216 

減 債 基 金 99,426 

住宅新築資金等公債償還積立金 67,172 

まほろばの里づくり事業基金 64,847 

そ の 他 40,037 

合 計 5,020,848 

（単位：千円）  

99 



≪財政指標≫ Ｈ３０ Ｈ２９ 

財 政 力 指 数 0.68 0.68 

経 常 収 支 比 率 91.3 92.1 

実質公債費比率 0.9 0.5 

 財政力指数 

地方公共団体の財政力を示す指標で､普通交付税の算定に用いられる基準財
政収入額を基準財政需要額(臨時財政対策債振替後)で除して得た数値の三
年間の平均値で示される。指数が高いほど財政に余裕があるとされている。 

 経常収支比率 

財政構造の弾力性を判断するための指標で､この比率が高いほど財政構造の
硬直化が進んでいることを表す。 

 実質公債費比率 

自治体の収入に対する実質的な借金の比率。地方自治体における一般財源
の規模に対する公債費の割合。 
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 政務活動費は、議員の調査研究に資するため必要な経費の一部として、会派または議員に

対し交付されるものです。太宰府市議会では、１人当たり月額２万５千円を交付しています。 

 （地方自治法第１００条及び太宰府市議会政務活動費の交付に関する条例第３条） 

 今後とも、政務活動費を有効に活用し、調査・研究の成果を議会活動に反映させてまいりま
す。   ≪充当できる経費≫ 

 研修会等への参加費   

 先進自治体への調査経費 

 資料の作成費用 

 図書等の購入費用 

 市民への報告、ＰＲ費用 

 要請・陳情の活動費用 

※領収書は、原則全て提出 
→ ホームページで公開 

※食糧費は不可 

※不使用分は返還 

※収支報告書の提出 

※執行金額・率を公開 

政務活動費について 

 自：平成３０年 ４月 １日 

 至：平成３１年 ３月３１日 
１８名 

交付額 支出額 市へ返還額 執行率 

5,400,000 2,942,963 2,457,037 54.5% 

（単位：円）  
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自治体 
（議員定数） 

太宰府市 
（１８） 

筑紫野市 
（２２） 

大野城市 
（２０） 

春日市 
（２０） 

那珂川市 
（１８） 

質
問
回
数
（
者
） 

平成３０年１２月議会 １１ １２ １０ １５ １１ 

令和元年３月議会 １２ ７ １２ ９ １６ 

令和元年６月議会 １２ ７ ９ ９ ９ 

令和元年９月議会 １４ １０ １４ １１ １１ 

合計 ４９回 ３６回 ４５回 ４４回 ４７回 

質問率 ７２％ ４３％ ５９％ ５８％ ６９％ 

一般質問の回数 
平成30年12月～平成31年（令和元年）9月 

※各市とも代表質問を含みます。 

参考 
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自治体 会派／委員会 名 視察テーマ 来庁日 

1 青森県八戸市 会派：自由民主・市民クラブ 4 
太宰府市の景観とまちづくりについて 

2018年10月 5日 

太宰府市総合体育館とびうめアリーナについて 

2 千葉県鴨川市 文教厚生常任委員会 6 太宰府市公文書館について 2018年10月12日 

3 東京都武蔵野市 総務委員会 8 自治基本条例の制定について 2018年10月18日 

4 神奈川県小田原市 厚生文教常任委員会 10 文化財の保存・活用について 2018年10月23日 

5 兵庫県たつの市 経済建設常任委員会 8 太宰府の景観と歴史のまちづくりにつて 2018年10月25日 

6 神奈川県湯河原町  環境・観光産業常任委員会 9 景観計画とまちづくりについて 2018年10月26日 

7 大阪府池田市 厚生委員会 6 介護予防のための健康づくりについて 2018年10月31日 

8 兵庫県加古川市 総務教育常任委員会 11 課税自主権活用の取り組みについて 2018年11月 2日 

9 福井県坂井市 教育民生常任委員会 11 学力向上宣言(３つのプロジェクト)について 2018年11月12日 

10 山梨県富士吉田市  会派：創政会 3 太宰府市総合体育館(とびうめアリーナ)の建設について 2018年11月20日 

11 宮城県登米市 教育民生常任委員会 13 小中学校における２学期制の実施について 2019年 1月22日 

12 静岡県御前崎市 文教厚生委員会 12 公文書管理について 2019年 1月29日 

13 福岡県朝倉市 議会運営委員会 8 
意見交換会の開催状況について 

2019年 2月 4日 

議会運営全般について 

14 福島県郡山市 会派：志翔会 6 太宰府市公文書館について 2019年 2月 7日 

15 京都府宮津市 会派：蒼風会 4 歴史と文化の環境税について 2019年 2月13日 

16 三重県津市議会  2 とびうめアリーナ（太宰府市総合体育館）について 2019年 4月19日 

17 群馬県前橋市議会 会派：新政まえばし 6 特別史跡の保存･活用の取り組みについて 2019年 5月 9日 

18 鳥取県鳥取市議会 建設水道委員会 12 歴史的まちづくりについて 2019年 5月14日 

19 埼玉県朝霞市議会 民生常任委員会 5 
介護予防のために実施している事業について 

2019年 5月15日 

元気づくりポイント事業について 

20 宮城県名取市議会 総務消防常任委員会 8 公文書管理について 2019年 5月16日 

21 沖縄県名護市 会派：礎之会 3 太宰府市総合体育館とびうめアリーナについて 2019年 7月 4日 

22 茨城県かすみがうら市 総務委員会 8 太宰府市公文書館の管理・運用状況等について 2019年 7月 8日 

23 富山県高岡市 会派：自民同志会 6 歴史文化を活かしたまちづくりについて 2019年 7月22日 

24 岩手県大船渡市 教育福祉常任委員会 9 太宰府市総合体育館とびうめアリーナについて 2019年 7月23日 

25 東京都武蔵村山市 会派：新政会 7 文化財の保護と活用について 2019年 8月 2日 

26 埼玉県越谷市 会派無所属 1 コミュニテイバスについて 2019年 8月 8日 

27 兵庫県豊岡市 会派：新風とよおか 8 歴史と文化の環境税について 2019年 8月21日 103 

参考 行政視察で来庁された議会 
平成30年1０月～平成31年（令和元年）８月 

 



太宰府市議会  太宰府市議会意見交換会へのご参加ありがとうございます。 

 皆様からいただいた、ご意見ご要望は議会審議の中で積

極的に活用してまいります。 
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